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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第61期 第62期 第63期 第64期 第65期
決算年月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月

売上高 (百万円) 88,984 84,446 85,256 84,098 76,724

経常利益（△は経常

損失）
(百万円) △571 179 △113 127 △2,268

当期純利益（△は当

期純損失）
(百万円) △1,444 185 △599 20 △3,895

包括利益 (百万円) － － △1,072 161 △2,835

純資産額 (百万円) 7,651 7,616 6,431 6,525 3,622

総資産額 (百万円) 21,051 19,822 19,196 19,623 14,607

１株当たり純資産額 (円) 340.77 339.25 286.51 290.71 161.41

１株当たり当期純利

益（△は１株当たり

当期純損失）

(円) △64.33 8.25 △26.71 0.90 △173.54

潜在株式調整後１株

当たり当期純利益
(円) － － － － －

自己資本比率 (％) 36.3 38.4 33.5 33.3 24.8

自己資本利益率 (％) － 2.4 － 0.3 －

株価収益率 (倍) － 16.25 － 120.12 －

営業活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) △631 1,157 △1,266 166 △256

投資活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) △1,063 △295 443 373 2,883

財務活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) 2,822 △1,743 948 △315 △1,907

現金及び現金同等物

の期末残高
(百万円) 2,562 1,680 1,807 2,032 2,751

従業員数 (人) 290 304 314 285 255

　（注）１．連結売上高には、消費税等は含まれていない。

２．連結ベースの潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、潜在株式がないため記載していない。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第61期 第62期 第63期 第64期 第65期
決算年月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月

売上高 (百万円) 83,633 79,746 80,519 79,599 72,899

経常利益（△は経常

損失）
(百万円) △539 128 △94 145 △2,075

当期純利益（△は当

期純損失）
(百万円) △1,543 137 △586 △46 △3,715

資本金 (百万円) 2,037 2,037 2,037 2,037 2,037

発行済株式総数 (千株) 22,475 22,475 22,475 22,475 22,475

純資産額 (百万円) 7,322 7,236 6,048 6,070 3,328

総資産額 (百万円) 19,373 18,083 17,449 17,626 13,016

１株当たり純資産額 (円) 326.14 322.32 269.45 270.44 148.27

１株当たり配当額

（うち１株当たり中

間配当額）

(円)
5.00

(－)

5.00

(－)

3.00

(－)

3.00

(－)

－

(－)

１株当たり当期純利

益（△は１株当たり

当期純損失）

(円) △68.76 6.11 △26.12 △2.08 △165.53

潜在株式調整後１株

当たり当期純利益
(円) － － － － －

自己資本比率 (％) 37.8 40.0 34.7 34.4 25.6

自己資本利益率 (％) － 1.9 － － －

株価収益率 (倍) － 21.93 － － －

配当性向 (％) － 81.8 － － －

従業員数 (人) 188 197 197 184 176

　（注）１．売上高には、消費税等は含まれていない。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、潜在株式がないため記載していない。
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２【沿革】

昭和23年３月 昭和23年３月９日水産物の売買及び販売の受託を目的として、資本金500万円で設立。

昭和23年４月 東京都中央区築地（市場内）で営業開始。

昭和28年６月 東京魚類株式会社の営業権を譲受。

昭和29年３月 デパート、スーパーなどに出店販売の築地食品株式会社設立。

昭和32年５月 八王子市で地方卸売市場における生鮮加工水産物の卸売販売を行う八王子魚市場株式会社設

立。

昭和36年３月 ホテル、レストランなどを対象として生鮮水産物、加工水産物の販売を行う共同水産株式会社買

収。

昭和37年12月 当市場内に冷蔵保管業務を目的として建設の冷凍工場（収容能力4,362トン）が竣工。

昭和38年４月 八戸市で冷蔵倉庫業及び水産買付加工販売を行う八戸東市冷蔵株式会社設立。

昭和38年９月 東京証券取引所市場第二部に株式を公開上場。

昭和47年10月 冷蔵保管業務を行う豊海東市冷蔵株式会社設立。

昭和48年５月 東京都中央区豊海に冷蔵庫賃貸事業を目的として建設の豊海東市冷凍工場（収容能力10,160ト

ン）が竣工。

平成18年３月 水産物加工及び販売を行う東市フレッシュ株式会社を設立。 

平成18年12月 八戸東市冷蔵株式会社清算。

平成19年４月 共同水産株式会社と築地食品株式会社が合併し、共同水産株式会社として営業開始。　

平成20年１月　 中国上海市において中国向け水産物の販売業務を目的として東市築地水産貿易（上海）有限公

司を設立。　

平成23年４月　 八王子魚市場株式会社が、八王子を中心とした寿司の宅配を行う株式会社うおたくを設立。　

平成24年９月　 東市フレッシュ株式会社事業休止。

平成25年１月　 水産物加工及び販売を行う株式会社キタショクを設立。　
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３【事業の内容】

　当社グループは、当社及び子会社８社により構成されており、水産物の卸売業及び水産物の売買を主要事業とし、附

帯事業として冷蔵倉庫業務及び不動産賃貸業務を行っております。 

　事業内容と当社及び関係会社の当該事業にかかる位置付けは、次のとおりであります。

水産物卸売業…………当社及び八王子魚市場㈱は生鮮加工水産物の委託及び買付販売、共同水産㈱ほか２社は生鮮

加工水産物の加工及び販売を行っております。東市築地水産貿易（上海）有限公司は、中国、

上海市で、中国向けの水産物の販売業務を行っております。

冷蔵倉庫業……………当社及び豊海東市冷蔵㈱は、当社所有設備により冷蔵倉庫業を営み、築地企業㈱は当社の冷

蔵庫内の荷役作業を行っております。 

不動産賃貸業…………当社及び八王子魚市場㈱、共同水産㈱は所有する不動産の一部を外部ならびに当社グループ

の会社に賃貸しております。

　

（注）１．八王子魚市場㈱は、平成25年４月１日に当社が吸収合併いたしました。

２．東市フレッシュ㈱は、平成24年９月30日に事業を休止し現在清算手続き中であります。　

　

事業の系統図は次のとおりであります。 
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４【関係会社の状況】

連結子会社

名称 住所
資本金
（百万円）

主要な事業内容
議決権の所
有割合
（％）

関係内容

豊海東市冷蔵㈱ 東京都中央区 50 冷蔵倉庫業 100

　当社所有の豊海東市冷蔵

庫を借り受け、冷蔵保管業

務を行っております。

役員の兼任等…無

共同水産㈱ 〃 50 水産物卸売業 100

　当社の販売先で、デパート

等に出店し、ホテル、レスト

ラン等を対象にして、生鮮

水産物及びこれらの加工品

の販売を行っております。

また不動産の賃貸を行って

おり、当社が運転資金及び

設備資金の貸付をしており

ます。 

役員の兼任等…無

八王子魚市場㈱ 東京都八王子市 20 〃 100

　当社の販売先で、生鮮加工

水産物の卸売販売及び不動

産の賃貸を行っており、当

社が運転資金及び設備資金

の貸付をしております。

役員の兼任等…有

東市フレッシュ㈱ 東京都江東区 10 〃 100

　事業を休止しており、当社

が資金の貸付をしておりま

す。

役員の兼任等…無

（注）１.「主要な事業内容」欄には、セグメントの名称を記載しております。

　　　２．八王子魚市場㈱は、平成25年４月１日に当社が吸収合併いたしました。　

    　３. 東市フレッシュ株式会社は、平成24年７月31日開催の取締役会において休止の決議を行い、現在清算手続き中で

あります。　
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５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成25年３月31日現在

セグメントの名称 従業員数（人）

水産物卸売業  223

冷蔵倉庫業  32

不動産賃貸業  －

合計  255

　（注）従業員数は、就業人員数（当社グループからグループ外への出向者を除く）を表示している。

　　　　　

(2）提出会社の状況

 平成25年３月31日現在

従業員数（人） 平均年令（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

176 41.7 17.0 6,409,300

　

セグメントの名称 従業員数（人）

水産物卸売業  167

冷蔵倉庫業  9

不動産賃貸業  －

合計  176

　（注）１．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでいる。

２．14名の出向者は含まれていない。

３．従業員数は、就業人員数を表示している。

(3）労働組合の状況

　提出会社の労働組合は東市労働組合と称し、平成25年３月31日現在、組合員数は96名であり、上部団体には加盟し

ておりません。

　また、労使関係は安定しております。

　なお、子会社については労働組合はありません。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

当連結会計年度（平成24年４月１日～平成25年３月31日）における水産卸売業界は、我が国の長引く景気低迷に

よる消費不況と魚価低迷の中、東北地方太平洋沿岸地域の入荷量は放射能問題の影響によりなかなか回復せず、卸

売市場取扱数量は減少、厳しい業界環境が継続しています。

当連結会計年度の売上高は767億24百万円（前年同期は840億98百万円）となり、冷凍水産物の大幅な相場下落に

よる販売損失及び在庫品の評価損を計上したことにより、営業損失は22億36百万円（前年同期は35百万円の営業利

益）となりました。更に、営業外損益は31百万円の損失（前年同期は91百万円の利益）により経常損失は22億68百

万円（前年同期は１億27百万円の経常利益）となり、当期純損失は投資有価証券売却損14億97百万円等の特別損失

計上により、38億95百万円の当期純損失（前年同期は20百万円の当期純利益）となりました。

　セグメントの業績は次のとおりであります。

　水産物卸売業は、売上高は759億50百万円（前年同期は833億32百万円）、セグメント損失は24億11百万円（前年同

期は１億52百万円のセグメント損失）となりました。冷蔵倉庫業は、売上高は４億73百万円（前年同期は４億59百

万円）、セグメント利益は18百万円（前年同期は14百万円のセグメント利益）となりました。不動産賃貸業は、売上

高は３億円（前年同期は３億５百万円）、セグメント利益は１億56百万円（前年同期は１億73百万円のセグメント

利益）となりました。

当連結会計年度末の総資産は146億７百万円となり、前連結会計年度末に比べ50億16百万円減少いたしました。流

動資産は100億９百万円となり、15億30百万円減少いたしました。これは主に在庫商品の販売による減少等によるも

のです。固定資産は45億97百万円となり、34億85百万円減少いたしました。これは主に投資有価証券の売却等による

ものです。当連結会計年度末の負債は109億84百万円となり、前連結会計年度末に比べ21億13百万円減少いたしまし

た。流動負債は92億37百万円となり、18億95百万円減少いたしました。これは主に短期借入金の返済によるもので

す。固定負債は17億46百万円となり、２億18百万円減少いたしました。これは主に長期借入金の返済によるもので

す。当連結会計年度末の純資産は36億22百万円となり、前連結会計年度末に比べ、29億２百万円減少しました。これ

は主に、当期純損失の計上による利益剰余金の減少によるものです。この結果、自己資本比率は前連結会計年度末の

33.3％から24.8％となりました。 

 

(2）キャッシュ・フロー

当連結会計年度における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、前連結会計年度に比べ７億18百万円増加

し、当連結会計年度末には27億51百万円となりました。

  当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

冷凍水産物の相場下落による販売損失を計上しましたが、在庫を約24億円減少させたため２億56百万円の支出（前

連結会計年度は１億66百万円の収入）となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資有価証券の売却等により28億83万円の収入（前連結会計年度は３億73百万円の収入）となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

借入金の返済等により19億７百万円の支出（前連結会計年度は３億15百万円の支出）となりました。
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２【仕入及び販売の状況】

(1）仕入実績

　当連結会計年度における仕入実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称

当連結会計年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

金額（百万円） 前年同期比（％）

水産物卸売業 72,060 89.8

冷蔵倉庫業 － －

不動産賃貸業 － －

合計 72,060 89.8

　（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれていない。

２．冷蔵倉庫業、不動産賃貸業に関しては、仕入高に該当するものはない。

(2）販売実績

　当連結会計年度における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称

当連結会計年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

金額（百万円） 前年同期比（％）

水産物卸売業 75,950 91.1

冷蔵倉庫業 473 103.0

不動産賃貸業 300 98.3

合計 76,724 91.2

　（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれていない。

２．上記は、セグメント間取引消去後の金額で記載している。
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３【対処すべき課題】

(1）会社の経営の基本方針

当社は、卸売市場法に基づく東京中央卸売市場の荷受会社として、“消費者に安心・安全な水産物を安定的に供給、

豊かな食生活に貢献する”という基本理念の下、業界環境の急速な変化に対応し、第３次中期３ヶ年経営指針を軌道

修正のうえ、平成24年度第１四半期に、スピードを上げて構造改革に取り組むべく、２ヶ年計画＝「A-Plan」をスター

トさせております。

　

(2）中長期的な会社の経営戦略と対処すべき課題

「A-Plan」では、①バランスシートの健全化、②事業統廃合、③経費削減と目標管理の徹底、④リスクマネージメン

トの強化、⑤機構改革、⑥人事制度改革、⑦人員削減等の体質改善に向けた諸施策を掲げ、全社一丸となって取り組ん

でおります。　

　

当連結会計年度末における「A-Plan」の各施策の進捗状況については、次の通りであります。

　

（バランスシートの健全化）

　有価証券は「A-Plan」目標を上回る14億円へ削減、有価証券評価差額金は＋３億円へ転じております。また、商品在

庫についても、総点検を実施し「A-Plan」目標を上回る月商比0.4ヵ月分程度の23億円にまで削減、含み損も一掃致

しました。これらの施策により、純資産は毀損しましたが、ネット有利子負債は大幅な削減となり、バランスシートの

健全化は進み、資産サイドのリスクの軽減を実現致しました。

　

（事業統廃合）

　不採算であったマグロ加工業の東市フレッシュ（株）は清算し、八王子魚市場（株）は、効率経営を目的に平成25

年４月１日付で本社に吸収合併致しました。

　

（機構改革・人事制度改革）

　平成25年４月１日付で、営業部門を２本部体制とし、機能別・戦略組織に再編すると同時に、人事諸施策として、役

職定年制及び関係会社転籍制度を導入したほか、社員の成果に対する意識の高揚を図るべく、管理職に対し、従来の

年功型賃金制度を廃し成果主義の要素を採り入れた新報酬制度を導入しました。

　尚、グループ総従業員数は、前期末比30名減員の255名となっています。

　

（新市場移転への取組み）

　豊洲新市場は平成27年度中に完成予定であり、高度な品質・衛生管理と効率的な物流システム、更には加工・パッ

ケージや仕分け・保管など、消費者の多様なニーズへ対応する、首都圏のハブ市場として生まれ変わる計画です。当

社は、移転計画を大きなビジネスチャンスとも捉え、平成25年４月付で市場移転対策委員会を設置のうえ、未来型の

新市場における卸売機能を担っていくための諸施策につき、具体的な検討を開始しております。

　

（攻めの経営）

　平成24年度を“攻めの経営”に転じる元年と位置付け、すべての負の資産に決別する一方で、事業拡張資金として

２億円を掛けて、北海道に集荷・加工基地の機能を担わせる「（株）キタショク」を設立したほか、市場内の加工・

販売会社である「共同水産（株）」へ若手人員をシフトし、戦力増強を図っております。

　当社は、持ち前の内外集荷力、専門性、並びに一大消費地に於ける卸売会社（築地ブランド）の優位性を活かし、消

費者・末端ニーズを産地にフィードバックするなど、きめ細かな営業姿勢と情報発信により、市場内取引拡大に注力

すると同時に、冷凍水産物やマグロの海外調達ネットワークの拡充や、強みである生鮮流通の市場外取引の取組みに

も視野を広げ、より存在感のある水産卸売会社へ向けて、弛まぬ挑戦を行って参ります。

　また、基本動作の徹底や社員教育にも注力して参ります。　

　

　平成25年度は、経費削減効果と目標管理・リスクマネージメントの徹底により本業の収益力を回復させ、「A-Plan」

の計数目標の完遂を目指すと同時に、事業拡張資金の前期と合せた残高を10億円見込んでおります。　
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当社株式の大規模取得行為への対応策（事前警告型買収防衛策）の継続

　当社は、平成19年２月６日開催の取締役会において、当社株式の大規模買付行為への対応策を導入し、平成19年６月

28日開催並びに平成22年６月29日開催の定時株主総会において株主の皆様のご承認をいただき継続しております。 

　当社では、その後も社会・経済情勢の変化、買収防衛策をめぐる諸々の動向及び様々な議論の進展を踏まえ、当社の

企業価値ひいては株主共同の利益を確保・向上させるための取組みのひとつとして、継続の是非も含め、その在り方

について引き続き検討してまいりました。その結果、当社株式に対して大規模な買付行為等が行われた場合に、株主

の皆様が適切な判断をするために、必要な情報や時間を確保し、買付者等との交渉等が一定の合理的なルールに従っ

て行われることが、企業価値ひいては株主共同の利益に合致すると考え、大規模買付時における情報提供と検討時間

の確保等に関する一定のルール（以下「大規模買付ルール」といいます。）を設定するとともに、平成25年６月27日

開催の第65回定時株主総会において、一部を変更した「当社株式の大規模買付行為に関する対応策」（以下、変更後

の対応策を「本プラン」といいます。）として継続することについて承認を得ております。 

　本プランは、特定株主グループの議決権割合を20％以上とすることを目的とする当社株券等の買付行為、又は結果

として特定株主グループの議決権割合が20％以上となる当社株券等の買付行為（以下「大規模買付行為」といいま

す。）を実施しようとする買付者には、必要情報を事前に取締役会に提出していただきます。そして取締役会は、大規

模買付行為を評価・検討し、必要に応じて当該買付者との交渉等を行い、場合によっては取締役会による代替案を提

案します。取締役会は対抗措置の発動に先立ち、独立委員会に対し発動の是非について諮問し、独立委員会は必要に

応じて外部専門家等の助言を得るなどして、当社の企業価値ひいては株主共同の利益向上の観点から大規模買付行

為について慎重に検討し、対抗措置の発動の可否について勧告を行います。当該買付者が本プランの手続きを遵守し

ない場合や、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を侵害する買付であると独立委員会が判断した場合は、対抗措

置の発動（当該買付者等による権利行使は認められないとの行使条件を付した新株予約権の無償割当ての実施等）

を取締役会に勧告し、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保いたします。また、対抗措置を発動するに際し、

独立委員会が発動について株主総会の開催を要請する場合には、株主の皆様に発動の可否を判断いただくための株

主検討期間を設けたうえで、株主総会を開催し、発動の可否を決議いたします。　
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４【事業等のリスク】

当社グループの経営、株価および財務状況等に影響を及ぼす可能性のあるリスクには以下のようなものがありま

す。なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

 

　(1)築地市場を取り巻くリスク 

当社は東京都中央卸売市場築地市場で水産物を卸売販売することが主たる事業としており、築地市場への依存度

は非常に高いものとなっております。築地市場を取り巻く問題点としては以下の事項が考えられます。まず市場外

流通の増加及び仲卸業者の減少とその経営悪化です。水産物の流通形態は卸売市場を経由するものと経由しないも

のに大別され、この卸売市場を経由しない市場外流通が年々増加しており、卸売市場自体の取扱数量の漸減傾向が

近年の趨勢となっています。市場外流通の増加への対応策としては、仕入及び販売チャンネルの多様化する現在、商

機を的確に捉えたタイムリーな取引がますます必要となってきていることを認識し、消費者のニーズを的確に捉

え、その情報を生産者や出荷者に、また産地の水揚げ情報等を販売先にそれぞれ速やかに提供することが肝要です。

そしてタイムリーかつフレキシブルな営業活動を行なうことで取引先の信頼を高め、取扱高の拡大を志向します。

また、築地市場内の仲卸業者は、この市場外流通の増加や量販店取扱量の拡大などに伴い、近年経営状況が悪化して

いる業者が漸増しています。築地市場の開設者である東京都は、一定の財務基準を満たしていない仲卸業者に対し

て経営指導を行なっていますが、倒産や自主廃業をする業者がいまだ減少する兆しは見られません。当社は仲卸業

者を始めそれぞれの取引先に対し、売上債権の回収状況に応じて貸倒引当金を設定するとともに、社内で債権管理

及び回収を目的とする組織が一丸となって不良債権の削減に注力しています。しかし、市場外流通の増加による当

社の取扱数量の減少や、今後の不良債権の発生が当社の業績に影響を与える可能性を無視することは出来ません。 

　

 

　(2)資金調達に関するリスク 

　当社グループは、運転資金及び設備資金として一部金融機関からの借入金を利用しております。そのため、金融機

関の貸出動向によって、当社グループの財政状態や流動性に悪影響を及ぼす可能性、または支払利息が増減する可

能性があります。

　平成24年８月９日に発表した「東市Action-Plan」（以下「A-Plan」）では、平成24年６月末に83億円であった

ネット有利子負債は、平成25年３月時点では40億円となっております。このネット有利子負債の削減によって資金

調達に関するリスクを軽減させています。

 

　(3)運用に関するリスク 

　「A-Plan」では有価証券依存体質からの脱却を実行し、有価証券の残高は平成25年３月時点では13億円に減少し

リスクを軽減しましたが、証券市場の相場変動などにより、多少の時価変動のリスクがあります。

　

　(4)為替変動リスク 

当社グループの水産物卸売業において、輸出及び輸入取引は、一部外貨建てで決済を行っております。為替相場の

変動は、これらの輸出及び輸入取引の単価に影響を与えております。当社はこの影響を最小限に抑えるため為替予

約によるリスクヘッジを行っております。

　

(5)在庫に関するリスク

　当社グループの水産物卸売業は、市況を勘案して商品を買い付けております。「A-Plan」を推し進める中で、平成25

年３月時点での在庫は23億円にまで縮減しておりますが、需給バランスの変化により供給過多となると、保有してい

る在庫価格の価値が低下する場合があり、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。　

　

５【経営上の重要な契約等】

　当社は、平成25年２月８日開催の取締役会において、連結子会社である八王子魚市場㈱を吸収合併することを決議

し、同日、合併契約書を締結いたしました。

　詳細につきましては、「第５　経理の状況　２　財務諸表等　（１）財務諸表　注記事項　（重要な後発事象）」に記載

しております。
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６【研究開発活動】

　該当事項はありません。　

　

７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1)財政状態の分析

（流動資産）

　当連結会計年度末の流動資産は100億９百万円となり、15億30百万円減少いたしました。主な要因は、在庫商品の販売

による減少等によるものです。

（固定資産）

　当連結会計年度末の固定資産は45億97百万円となり、34億85百万円減少いたしました。主な要因は、投資有価証券の

売却等によるものです。

（流動負債）

　流動負債は92億37百万円となり、18億95百万円減少いたしました。主な要因は、短期借入金の返済によるものです。

（固定負債）　

　固定負債は17億46百万円となり、２億18百万円減少いたしました。主な要因は、長期借入金の返済によるものです。

（純資産）

　純資産は36億22百万円となり、29億２百万円減少しました。主な要因は、当期純損失の計上による利益剰余金の減少

によるものです。

 　

(2)キャッシュ・フローの分析

　キャッシュ・フローの分析については、「第２　事業の状況、１　業績等の概要、　(2)キャッシュ・フロー」をご参照

ください。 

 （キャッシュ・フローの指標）

 平成21年３月期平成22年３月期
平成23年３月期

　

平成24年３月期

　
平成25年３月期

 自己資本比率(％) 36.3 38.4 33.5 33.3 24.8

 時価ベースの株主資本比率(％) 13.4 15.2 12.3 12.4 14.3

キャッシュ・フロー対有利子負債比

率（年）
－ 6.3 － 50.5 －

インタレスト・カバレッジ・レシオ

(倍)
－ 10.3 － 1.5 －

 （注）自己資本比率：自己資本／総資産

　　　 時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

　　　 キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー

　　　 インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い

　　　 ※いずれも連結ベースの財政数値により計算している。

平成21年、平成23年及び平成25年のキャッシュ・フロー対有利子負債比率とインタレスト・カバレッ

ジ・レシオは、営業キャッシュ・フローがマイナスのため算出していない。　

(3)経営成績の分析

（売上高）

当社グループの中核セグメントである水産物卸売業においては、取扱数量、単価共に減少したため、金額も減少と

なりました。魚種別には、鮮魚は取扱数量、単価共に横ばいのため、金額も横ばいでした。冷凍魚は取扱数量、単価共

に減少したため、金額も減少となりました。塩干加工品は、取扱数量が減少したことにより、金額も減少しました。冷

蔵倉庫業については、積極的な集荷に努め、売上高は増収となりました。不動産賃貸部門は引続き安定しておりま

す。

当社グループの当連結会計年度の連結売上高は、水産物卸売業においては、前連結会計年度の833億32百万円から

759億50百万円と減少、冷蔵倉庫業、不動産賃貸業を含めた全社においても、前連結会計年度の840億98百万円から

767億24百万円と減少、前年比8.8％減となりました。

（売上原価）
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　当社グループの売上原価は前連結会計年度の799億89百万円から750億51百万円に減少、前年比6.2％減となりまし

た。

　売上総利益は41億９百万円から16億73百万円となりました。売上総利益率は昨年の4.9%から2.2％へと2.7ポイン

ト減少しました。

（販売費及び一般管理費）

　販売費及び一般管理費は当社グループ全体で積極的な経費の削減に取り組んだことにより、前連結会計年度の40

億74百万円から39億10百万円と１億64百万円削減できました。これは主に人件費関連の削減によるものです。

（営業損益）

　上記の結果、前連結会計年度の営業利益35百万円から営業損失22億36百万円となりました。

（営業外損益）

　受取利息は、当社グループが保有する有価証券等の利息が主なものであり、前連結会計年度の10百万円から当連結

会計年度では25百万円に増加しました。

　受取配当金は、前連結会計年度の82百万円から当連結会計年度は49百万円へ減少となりました。

　支払利息は、前連結会計年度の１億８百万円から当連結会計年度は１億１百万円となりました。

　その結果、営業外損益は、前連結会計年度の91百万円の利益から当連結会計年度は31百万円の損失となりました。

（経常損益）

　経常損益は前連結会計年度の１億27百万円の経常利益から、当連結会計年度の22億68百万円の経常損失となりま

した。

（特別損益）

　投資有価証券売却損や事業整理損等を計上したことにより、特別損益は、前連結会計年度の１億10百万円の損失か

ら当連結会計年度の16億２百万円の損失となりました。

（当期純損益）

　上記の結果、当期純損益は前連結会計年度の20百万円の利益から38億95百万円の損失となりました。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】
　当社グループにおける当連結会計年度の重要な設備投資はありません。　
また、当連結会計年度において重要な設備の売却はありません。　
　

２【主要な設備の状況】

　当連結会計年度末における状況は、次のとおりであります。

(1）提出会社

区分
（所在地）

セグメント
の名称

設備の内容

帳簿価額
従業員
数
（人）

建物及び
構築物
（百万円）

機械装置及
び運搬具
（百万円）

土地
リース資産
（百万円）

その他
（百万円）

合計
（百万円）

面積
（㎡）

金額
（百万円）

本社

（東京都中央

区）

水産物卸売

業
営業設備 27 0 － － 10 4 42 167

冷蔵庫

（東京都中央

区）

冷蔵倉庫業 〃 0 0 － － － 0 0 9

賃貸冷蔵庫

（東京都中央

区）

冷蔵倉庫業 〃 76 40
(1,959)

－

(36)

－
－ 0 116 －

賃貸用不動産

（東京都中央

区ほか）

不動産賃貸

業
 賃貸設備 748 －

(308)

582

(5)

514
－ － 1,263 －

その他の施設

（東京都中央

区ほか）

水産物卸売

業及び冷蔵

倉庫業

厚生設備及び

賃貸設備
49 －

(924)

362

(17)

0
59 － 109 －

　（注）１．帳簿価額「その他」は、工具、器具及び備品である。金額には消費税等を含まない。

２．賃貸冷蔵庫は豊海東市冷蔵㈱へ賃貸している。

３．（　）は賃借面積又は借地権金額を示す。

 

 (2）国内子会社

会社名 所在地
セグメン
トの名称

設備の内容

帳簿価額
従業
員数
（人）

建物及び
構築物
（百万円）

機械装置
及び運搬
具
（百万円）

土地
リース資産
（百万円）

その他
（百万円）

合計
（百万円）面積

（㎡）
金額

（百万円）

豊海東市冷蔵

㈱

東京都

中央区

冷蔵倉庫

業
営業設備 19 1 － － 6 10 37 23

共同水産㈱

東京都

中央区

水産物卸

売業
営業設備 13 2 － － 20 1 38 33

東京都

墨田区

ほか

不動産賃

貸業
賃貸設備 172 － 799 195 － － 368 －

八王子魚市場

㈱

東京都

八王子

市

水産物卸

売業
営業設備 120 11 5,816 95 9 0 236 23

不動産賃

貸業
賃貸設備 681 － 4,890 80 － 0 761 －

　（注）１．帳簿価額「その他」は、工具、器具及び備品である。金額には消費税等を含まない。

　　　　

３【設備の新設、除却等の計画】

(1)重要な設備の新設並びに改修

　　　該当事項はありません。

 

(2)重要な設備の除却等

　　該当事項はありません。　
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 80,000,000

計 80,000,000

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数(株)
（平成25年３月31日）

提出日現在発行数（株)
（平成25年６月27日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 22,475,208 22,475,208
東京証券取引所
市場第二部

単元株式数
1,000株

計 22,475,208 22,475,208 － －

(2)【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

(3)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　　

(4)【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。 

 なお、提出会社は事前警告型の買収防衛策を導入しております。

 内容については、「第２　事業の状況」の「３　対処すべき課題」に記載しております。

(5)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成２年３月31日※１ 248,05922,475,208 103 2,037 103 1,302

（注）※１．転換社債の株式転換による増加

（平成元年４月１日～平成２年３月31日）

　　　　２．平成25年６月27日開催の第65期定時株主総会において、資本準備金325百万円、利益準備金465百万円を減少さ

せ、それぞれその他資本剰余金と繰越利益剰余金に振替えるとともに、その他資本剰余金325百万円、別途

積立金2,860百万円を繰越利益剰余金に振替え、欠損を填補することを決議しております。

　

(6)【所有者別状況】

平成25年３月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数1,000株） 単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他
の法人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 6 16 57 6 － 2,633 2,718 －

所有株式数

（単元）
－ 1,815 232 6,069 237 － 14,034 22,387 88,208

所有株式数の

割合（％）
－ 8.11 1.04 27.11 1.06 － 62.68 100 －

　（注）自己株式29,251株は「個人その他」に29単元及び「単元未満株式の状況」に251株を含めて記載している。
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(7)【大株主の状況】

 平成25年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式
総数に対す
る所有株式
数の割合
（％）

株式会社ベニレイ 東京都港区芝浦4-9-25 1,712 7.61

東洋水産株式会社 東京都港区港南2-13-40 1,216 5.41

株式会社みずほ銀行

(常任代理人　資産管理サー

ビス信託銀行株式会社)

東京都千代田区内幸町1-1-5

(東京都中央区晴海1-8-12晴海アイランドトリトンスクエアオ

フィスタワーZ棟)

1,112 4.94

株式会社ニチレイフレッ

シュ
東京都中央区築地6-19-20 790 3.51

横浜冷凍株式会社 神奈川県横浜市神奈川区守屋町1-1-7 576 2.56

築地魚市場持株会 東京都中央区築地5-2-1 448 1.99

株式会社ケンエレクトロニ

クス
神奈川県座間市栗原中央1-34-2 352 1.56

大三川和義 東京都小金井市 302 1.34

朝日生命保険相互会社

(常任代理人　資産管理サー

ビス信託銀行株式会社)

東京都千代田区大手町2-6-1

(東京都中央区晴海1-8-12晴海アイランドトリトンスクエアオ

フィスタワーZ棟)　

300 1.33

日本証券金融株式会社　 東京都中央区日本橋茅場町1-2-10　 202 0.89

計 － 7,010 31.19
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(8)【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成25年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 29,000 ― ―

完全議決権株式（その他） 普通株式 22,358,000 22,358 ―

単元未満株式 普通株式 88,208 ― ―

発行済株式総数 　 22,475,208 ― ―

総株主の議決権 ― 22,358 ―

　

②【自己株式等】

 平成25年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

築地魚市場㈱
東京都中央区築地

5-2-1
29,000 － 29,000 0.13

 

(9)【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

２【自己株式の取得等の状況】

  【株式の種類等】　会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得

　

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

 　　　　 該当事項はありません。

 

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

 　　　   該当事項はありません。

 

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 776 72,017

当期間における取得自己株式 299 27,209

(注)  当期間における取得自己株式には、平成25年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取に

よる株式は含まれておりません。　
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(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分
当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った

取得自己株式
－ － － －

その他 － － － －

保有自己株式数 29,251 － 29,550 －

(注)  当期間における保有自己株式数には、平成25年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取
による株式は含まれておりません。

　

３【配当政策】

当社は水産物卸売業を主体とする公共性の高い業種であり、長期にわたり財務内容を充実させると同時に、配当

についても業績等を勘案しながら株主の皆様への利益還元に努めてまいりました。今後とも収益力の向上、財務内

容の充実を図るとともに、業績の動向を見ながら、安定的な配当水準を維持することを基本と考えています。

　　当社の剰余金の配当は、期末配当の年１回を基本方針としており、配当の決定機関は株主総会であります。

なお、平成25年３月期の期末配当につきましては、当期業績を鑑み、無配とさせていただきました。

　

４【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第61期 第62期 第63期 第64期 第65期
決算年月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月

最高（円） 201 159 140 122 109

最低（円） 103 121 87 90 81

　（注）　上記株価は、東京証券取引所（市場第二部）の取引におけるものである。

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成24年10月 11月 12月 平成25年１月 ２月 ３月

最高（円） 91 89 92 102 103 102

最低（円） 83 81 86 90 85 88

　（注）　上記株価は、東京証券取引所（市場第二部）の取引におけるものである。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

代表取締役

社長　
　 吉田　猛 昭和25年12月25日生

昭和50年４月丸紅株式会社入社 

平成12年４月同社東京本社水産部長 

平成14年７月株式会社ベニレイ出向 

平成15年３月丸紅株式会社退社 

平成15年４月札幌中央水産株式会社入社

 

 同社執行役員 

平成16年４月同社常務執行役員 

平成18年３月同社退任

平成18年５月当社入社 

 当社顧問 

平成18年６月

平成19年４月

平成21年６月

当社常務取締役

当社常務取締役営業部門統

括代理　

当社取締役専務執行役員営

業部門統括 

平成24年４月当社取締役副社長執行役員

営業部門統括

平成24年６月当社代表取締役副社長執行

役員営業部門統括

(現)平成25年６月当社代表取締役社長

(注)３ 30

取締役

専務執行役員

　

経営企画部、

総務部、

経理部、

財務部、

営業管理室

担当役員

木村　洋介 昭和25年８月１日生　

昭和49年４月丸紅株式会社入社

平成14年６月同社食料総括部長

平成16年３月同社退社

平成16年４月株式会社ベニレイ入社

平成16年６月同社専務取締役管理本部長

平成20年11月同社専務取締役社長補佐・

管理担当役員

平成24年６月同社退任

平成24年６月当社取締役常務執行役員管

理部門統括　

(現)平成25年４月当社取締役専務執行役員経

営企画部、総務部、経理部、

財務部、営業管理室担当役

員　

(注)３ 30　

取締役

常務執行役員

営業第二

本部長
小松　貞年 昭和24年10月３日生

昭和43年４月当社入社

平成20年４月当社マグロ部専任部長

平成21年６月当社執行役員マグロ部専任

部長

平成22年７月

平成24年４月

当社執行役員マグロ部担当

兼マグロ部長

当社常務執行役員マグロ部

担当兼マグロ部長

平成25年４月

(現)平成25年６月

当社常務執行役員営業第二

本部長

当社取締役常務執行役員営

業第二本部長

(注)３ 23
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

取締役

常務執行役員

営業第一

本部長
桶田　晴生 昭和26年11月17日生

昭和50年４月当社入社

平成20年４月当社鮮魚部長

平成21年６月当社執行役員鮮魚部担当兼

鮮魚部長

平成23年４月

平成24年４月

当社執行役員営業部門統括

代理兼特種・活魚部、鮮魚

部担当

当社常務執行役員営業部門

統括代理兼特種・活魚部、

鮮魚部担当

平成25年４月

(現)平成25年６月

当社常務執行役員営業第一

本部長

当社取締役常務執行役員営

業第一本部長　

(注)３ 26

取締役

執行役員　

経理部、

財務部担当

役員補佐兼

八王子支社

担当役員兼

財務部長　

杉山　太一 昭和30年１月24日生　

昭和52年４月株式会社富士銀行入行

平成８年11月同行草加支店支店長

平成15年10月株式会社みずほ銀行渋谷支

店支店長

平成17年４月株式会社東洋新薬（出向）

平成18年３月株式会社みずほ銀行退行

平成18年４月株式会社東洋新薬入社

執行役員営業統括本部長兼

東京営業第一部長　

平成20年11月同社執行役員管理本部長兼

人事部長

平成21年６月同社退社

平成21年７月当社入社　

当社顧問

平成22年６月当社取締役執行役員情報シ

ステム部担当兼情報システ

ム部長

平成24年４月当社取締役執行役員情報シ

ステム部、計算部担当兼情

報システム部長兼計算部長

(現)平成25年４月当社取締役執行役員経理

部、財務部担当役員補佐兼

八王子支社担当役員兼財務

部長

(注)３ 15

取締役

執行役員

経営企画部、

総務部担当

役員補佐兼

経営企画部長

関　均 昭和34年６月６日生

昭和59年４月当社入社

平成19年４月当社経営企画室長

平成20年４月当社総務部長兼不動産開発

部長

平成21年６月

平成25年４月

当社執行役員総務部、不動

産開発部担当兼総務部長兼

不動産開発部長

当社執行役員経営企画部、

総務部担当役員補佐兼経営

企画部長

(現)平成25年６月当社取締役執行役員経営企

画部、総務部担当役員補佐

兼経営企画部長

(注)３ 30
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

常勤監査役  伊藤　隆 昭和26年９月11日生

昭和51年９月当社入社

平成14年７月当社総務部副部長兼総務課

課長

平成16年７月当社総務部長兼総務課課長

平成20年４月当社内部監査室長

平成21年６月当社執行役員内部監査室長

平成22年６月当社常務執行役員内部監査

室長

(現)平成23年６月当社常勤監査役

(注)４ 24

監査役  安食　芳雄 昭和21年６月14日生

昭和40年４月仙台国税局入局

昭和56年３月税務大学校本科卒業

平成６年７月 向島税務署副署長

平成８年７月 国税庁長官官房東京派遣国

税庁監察官

平成10年７月東京国税不服審判所国税副

審判官

平成12年７月東京国税不服審判所国税審

判官

平成14年７月鶴岡税務署長

平成15年７月東京国税局調査第二部調査

第２部門統括国税調査官

平成17年７月荒川税務署長

平成18年７月荒川税務署長退職

(現)平成18年８月安食芳雄税理士事務所開業

(現)平成24年６月当社監査役

(注)４ 10

監査役  坂田　英夫 昭和26年２月４日生

昭和50年９月等松・青木監査法人（現・

監査法人トーマツ）入所

昭和57年10月

(現)昭和57年10月

等松・青木監査法人退所

坂田公認会計士事務所開業

　

平成11年11月株式会社田丸インターナ

ショナル（現・株式会社ザ

イナス）設立代表取締役会

長

(現)平成17年10月株式会社ザイナス代表取締

役社長

(現)平成21年４月植花税務会計事務所所長

(現)平成24年６月当社監査役

(注)４ 10

　（注）１．（現）は、現職を示す。

２．監査役安食芳雄、坂田英夫は、社外監査役である。

３．平成25年６月27日開催の株主総会から１年間

４．平成24年６月28日開催の株主総会から４年間

５．当社では、意思決定・監督機能と執行機能の分離による責任の明確化、経営判断・意思決定の迅速化を図る

ため、平成21年６月26日より執行役員制度を導入している。 

　　平成25年６月27日現在の執行役員は10名で、うち５名は取締役を兼務しており、取締役を兼務していない執行

役員として、村野智基、大竹利夫、西川雄一郎、田尻博一、緒方浩司で構成されている。 
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６．当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第２項に定める補欠監査役

１名を選任している。補欠監査役の略歴は次のとおりである。

氏名 生年月日 略歴
所有株式数
（千株）

室谷　和彦 昭和31年３月２日生

昭和49年４月東京国税局入局

平成10年７月　松戸税務署法人課税部門統括国税調査官

平成11年７月　税務大学校東京研修所教育官

平成13年７月　国税庁長官官房監督評価官室東京派遣監督

評価官補

平成15年７月　東京国税局総務部納税者支援調整官

平成16年７月　佐原税務署総務課長

平成18年７月　豊島税務署総務課長　

平成19年７月　千葉西税務署副署長

平成21年７月　松戸税務署特別国税徴収官

平成23年７月　松戸税務署特別国税徴収官退職

平成23年９月　室谷和彦税理士事務所開業

－
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1)【コーポレート・ガバナンスの状況】

①　企業統治の体制

・企業統治の体制の概要

　当社は監査役制度を採用しており、監査役会は監査役３名（うち社外監査役２名）で構成されておりま

す。当社の経営上の意思決定、監査及び監督にかかる管理機能は、取締役会及び監査役会を基本構成として

おります。

当社の会社の機関の内容は以下のとおりです。

(a)取締役会

　取締役会は取締役６名で構成し、法定事項や当社の経営方針その他重要事項を決定するとともに、取締役

の職務の執行を監督しております。

(b)監査役会

　監査役会は監査役３名（うち社外監査役２名）で構成されております。各監査役は、監査役会で策定され

た監査方針及び監査計画に基づき、取締役会をはじめとする重要な会議への出席や、業務や財産の状況調

査を通じて、取締役の職務執行を監査しております。

(c)経営会議

　経営会議は社長のもとに設置され、社長及び取締役５名で構成され、経営に関する重要事項を審議してお

ります。

(d)執行役員会

　執行役員会は社長及び執行役員10名（うち５名が取締役を兼務）で構成されており、社長の方針示達及

び情報連絡並びに業務執行に係る事項の報告を行っております。

　

　さらに当社は、取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制と

して、コンプライアンス委員会を設置し、コンプライアンス・ポリシー、コンプライアンス・マニュアルの

整備を実施、当社グループ内の全従業員にマニュアルを配布することにより、当社グループ全体に法令順

守の徹底を図りました。また、従来の内部通報制度や社長へのホットライン制度を整備し、当社グループ内

の問題点の指摘が容易に行える体制を構築しております。

　また、コンプライアンス委員会の下部組織として安全・品質対策管理委員会を設置し、当社のコンプライ

アンス体制のうち食品にかかわる業者として特に重要と考える、食の安全・安心、衛生・品質管理、偽装、

商品についての情報の収集・伝達・開示など適正に対応できる体制を整備しております。

　　

　　当社の業務執行監査の仕組み、内部統制の仕組みは以下のとおりです。

　

 

・現在のガバナンス体制を採用する理由

　当社は、経営における意思決定の迅速性・効率性及び適正な監督機能を確保すべく、現在のガバナンス体

制を「社内取締役を中心とする取締役会を置く監査役設置会社」としておりますが、次の２点のとおり有

効に機能していると判断されることから、現在のガバナンス体制を継続して採用しております。

　意思決定の迅速性・効率性の確保に関しては、事業活動に精通した執行役員を兼務している取締役を中
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心に取締役会を構成することにより、意思決定の迅速性・効率性を確保しております。

　適正な監督機能の確保に関しては、監査役と内部監査室及び会計監査人との綿密な連携、社外監査役に対

して取締役会付議事項の事前報告を実施する等の諸施策を講じており、適正な監督機能を確保しておりま

す。

　

・内部統制システムの整備の状況

　当社は内部監査室を設置し、その内部監査室を中心に業務の有効性・効率性の向上、財務報告の信頼性の

確保、法令・定款・社内規程等の順守、資産の保全という内部統制の目的を達成するための内部統制シス

テムを構築しております。内部統制の実際の業務執行状況は、当社及びグループ各社の日常業務について

は常勤監査役（１名）及び内部監査室による業務監査を定期的に実施しており、その監査結果は経営会議

に報告しております。また、監査役は取締役会、経営会議、執行役員会及び関係会社報告会に出席し、必要に

応じて意見を述べるほか、会計監査人と連携を図ることによる情報収集、取締役からの直接の聴取、重要書

類の閲覧を行うなど、取締役及び執行役員の業務執行の妥当性、効率性等を幅広く検証しております。

　

・リスク管理体制の整備の状況

　損失の危険を管理する体制として、リスク管理委員会を設置し、当社において発生しうるリスクの発生防止

に関わる管理体制の整備、発見したリスク・危機への対応を行い、経営の健全性を確保して業務の円滑な運

営を目指しています。

　

②　内部監査及び監査役監査の状況

　　当社の内部監査及び監査役監査の組織は、内部監査室２名と常勤監査役１名により当社及びグループ各社の日常

業務の業務監査を定期的に実施するとともに内部統制の有効性の点検・評価、コンプライアンスモニタリングの

実施等を通じて、コーポレート・ガバナンスの強化を推進しております。

　　監査役と内部監査室は常に意見交換を行う等密接に連携しながら、監査業務を行っております。また監査役は会

計監査人との連携を密接に取るために、会計監査人の会計監査への立会いや、意見交換、また定期的な会合による

情報収集をしております。さらに内部監査室長は定期的に行われる監査役会に出席し、意見交換を行っておりま

す。監査役監査、内部監査、会計監査人監査を独立的かつ相互補完的に遂行することにより、客観性を維持した監

査体制を構築しております。

　　なお、常勤監査役伊藤隆は、当社の内部監査室に在籍し、通算３年にわたり決算手続きならびに財務諸表の作成等

を含めた社内統制の管理・監督に従事しておりました。

　

③　社外取締役及び社外監査役

　　当社の社外監査役は２名であります。社外監査役安食芳雄及び坂田英夫は、当社と人的関係、資本関係または取引

関係その他利害関係の全くない監査役であり、経営監視機能としては社外からの経営監視という点で十分機能し

ていると考えております。社外監査役安食芳雄は、税理士資格を有し、社外監査役坂田英夫は、公認会計士の資格

を有し財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。

　なお、社外監査役は定期的に行われる監査役会に出席し、内部監査室の行う内部監査の結果の報告を受けており

ます。

  　当社は社外取締役を選任しておりません。当社は、経営の意思決定機能と、執行役員による業務執行を管理監督

する機能を持つ取締役会に対し、監査役３名中の２名を社外監査役とすることで経営への監視機能を強化してい

ます。コーポレート・ガバナンスにおいて、外部からの客観的、中立の経営監視の機能が重要と考えており、社外

監査役２名による監査が実施されることにより、外部からの経営監視機能が十分に機能する体制が整っているた

め、現状の体制としております。

　なお、社外監査役安食芳雄及び坂田英夫につきましては、東京証券取引所に独立役員として届け出ております。　

　

④　社外監査役を選任するための当社からの独立に関する基準又は方針の内容

　社外監査役を選任するための当社からの独立性に関する基準又は方針は、現在のところ特に定めておりません

が、東京証券取引所の「上場管理等に関するガイドライン」等を参考に、一般株主と利益相反の生じるおそれが

ない者を選出しております。

　

⑤　役員報酬等

イ．役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる役員の員数
（人）基本報酬 退職慰労金

取締役 50 50 － 8
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役員区分
報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる役員の員数
（人）基本報酬 退職慰労金

監査役

（社外監査役を除く）
10 10 － 2

社外役員 4 4 － 4

　

ロ．役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の内容及び決定方法

当社は役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針は定めておりません。

　

⑥  株式の保有状況

イ．投資株式のうち保有目的が純投資目的以外の目的であるものの銘柄数及び貸借対照表計上額の合計額

16銘柄　681百万円　

ロ．保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有目

的

前事業年度

特定投資株式

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（百万円）

保有目的

東洋水産㈱ 460,686 990水産物の取引関係強化

㈱三菱UFJフィナンシャルグ

ループ
828,500 341資金調達安定化

㈱みずほフィナンシャルグ

ループ
1,510,000 203資金調達安定化

㈱ニチレイ 258,000 100水産物の取引関係強化

横浜冷凍㈱ 133,000 85 水産物の取引関係強化

㈱マルイチ産商 11,000 7 水産物の取引関係強化
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当事業年度

特定投資株式

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（百万円）

保有目的

㈱みずほフィナンシャルグ

ループ
1,112,200 221資金調達安定化

㈱ニチレイ 258,000 144水産物の取引関係強化

横浜冷凍㈱ 133,000 114水産物の取引関係強化

㈱マルイチ産商 11,000 8 水産物の取引関係強化

㈱木曽路 213 0 水産物の取引関係強化

　

ハ．保有目的が純投資目的である投資株式の前事業年度及び当事業年度における貸借対照表計上額の合計額

並びに当事業年度における受取配当金、売却損益及び評価損益の合計額

　

前事業年度
（百万円）

当事業年度（百万円）

貸借対照表計
上額の合計額

貸借対照表計
上額の合計額

受取配当金
の合計額

売却損益
の合計額

評価損益
の合計額

非上場株式 24 － 1 1 －

上記以外の株式 59 19 1 △29 9

（注）非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「評価

損益の合計額」は記載していない。

　

⑦　監査法人の状況 

　会計監査は新日本有限責任監査法人に依頼しており、第三者としての立場から定期的な会計監査を実施して

おります。また、会計上の課題、開示上の問題点などについて随時確認を行い、会計上の適正な処理に努めて

おります。 

業務を執行した公認会計士の氏名 所属監査法人

指定有限責任社員 業務執行社員　

　　百井　俊次

新日本有限責任監査法人　    伊藤　栄司

    湯浅　敦

監査業務にかかわる補助者の構成

公認会計士　　６名　　　その他　　４名

　

⑧　当社株式の大規模取得行為への対応策（事前警告型買収防衛策）の継続 

　当社は、平成19年２月６日開催の取締役会において、当社株式の大規模買付行為への対応策（以下「現プラ

ン」といいます。）を導入し、平成25年６月27日開催の第65回定時株主総会において現プランの一部を変更した

「当社株式の大規模買付行為に関する対応策」として継続することについて承認を得ております。

内容については、「第２　事業の状況」の「３　対処すべき課題」に記載しております。

　

⑨　取締役の定数

　平成21年６月26日開催の定時株主総会の議案承認可決により、本報告書提出日現在、当社の取締役は10名以内と

する旨を定款に定めております。

　

⑩　取締役の選任の決議要件

　取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主の出席した株

主総会で、その議決権の過半数をもって選任する旨を定款に定めております。また、取締役の選任については、累

積投票によらない旨を定款に定めております。

　

⑪　株主総会決議事項を取締役会で決議することができることとした事項

・自己株式の取得

　当社は、会社法165条第２項の規定により、取締役会の決議によって、市場取引等により自己株式を取得する

ことができる旨を定款に定めております。これは、企業環境の変化に対応し、機動的な経営を遂行することを

目的とするものであります。
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⑫　株主総会の特別決議要件

　当社は、会社法第309条第２項の定めによる決議は、定款に別段の定めがある場合を除き、議決権を行使すること

ができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款

に定めております。

　

⑬　取締役及び監査役並びに会計監査人の責任免除 

　当社は、職務の遂行に当たり期待される役割を十分に発揮できるようにするため、会社法第426条第１項の規定

により、取締役会の決議によって、同法第423条第１項の取締役（取締役であった者を含む。）及び監査役（監査

役であった者を含む。）並びに会計監査人（会計監査人であった者を含む。）の責任を法令の限度において免除

することができる旨を定款に定めております。

　

(2)【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分
前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

提出会社 25 － 23 －

連結子会社 － － － －

計 25 － 23 －

 

②【その他重要な報酬の内容】

該当事項はありません。

 

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

該当事項はありません。

 

④【監査報酬の決定方針】

該当事項はありませんが、監査日程等を勘案した上で決定しております。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号）

に基づいて作成しております。

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）に基づ

いて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（平成24年４月１日から平成25年３月31

日まで）の連結財務諸表及び第65期事業年度（平成24年４月１日から平成25年３月31日まで）の財務諸表について、

新日本有限責任監査法人により監査を受けております。　

３．連結財務諸表等の適正性を確保する為の特段の取り組みについて

　当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組を行っております。具体的には、会計基準等の内容を

的確に把握し、また会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制を整備するため、ディスクロー

ジャー・ＩＲ実務支援会社や監査法人等が主催するセミナーに積極的に参加するとともに、経理・会計等の専門書や

雑誌より、最新かつ有用な情報を日々収集しております。
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１【連結財務諸表等】
(1)【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当連結会計年度
(平成25年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,032 2,751

受取手形及び売掛金 4,529 4,189

有価証券 15 45

前渡金 55 347

商品及び製品 4,691 2,290

原材料及び貯蔵品 24 9

前払費用 29 24

短期貸付金 8 29

その他 336 482

貸倒引当金 △181 △159

流動資産合計 11,540 10,009

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 ※２，４
 3,891

※２，４
 3,831

減価償却累計額 △1,852 △1,922

建物及び構築物（純額） 2,039 1,908

機械装置及び運搬具 ※４
 301

※４
 273

減価償却累計額 △231 △217

機械装置及び運搬具（純額） 69 55

土地 ※２，３
 887

※２，３
 887

リース資産 249 195

減価償却累計額 △94 △89

リース資産（純額） 154 106

その他 94 ※４
 93

減価償却累計額 △78 △77

その他（純額） 15 15

有形固定資産合計 3,166 2,973

無形固定資産 88 81

投資その他の資産

投資有価証券 ※１
 4,727

※１
 1,272

長期貸付金 9 194

その他 294 138

貸倒引当金 △202 △63

投資その他の資産合計 4,828 1,542

固定資産合計 8,082 4,597

資産合計 19,623 14,607
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当連結会計年度
(平成25年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 2,667 2,330

短期借入金 ※２
 7,821

※２
 6,299

リース債務 58 44

未払金 105 100

未払費用 255 235

未払法人税等 11 24

未払消費税等 41 34

賞与引当金 42 71

その他 127 97

流動負債合計 11,132 9,237

固定負債

長期借入金 ※２
 606

※２
 463

リース債務 109 70

繰延税金負債 75 96

再評価に係る繰延税金負債 ※３
 10

※３
 10

退職給付引当金 578 562

長期未払金 54 23

長期前受収益 92 87

長期預り保証金 435 429

資産除去債務 3 3

固定負債合計 1,965 1,746

負債合計 13,098 10,984

純資産の部

株主資本

資本金 2,037 2,037

資本剰余金 1,309 1,309

利益剰余金 3,922 △39

自己株式 △5 △5

株主資本合計 7,264 3,301

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △753 303

繰延ヘッジ損益 △3 －

土地再評価差額金 ※３
 18

※３
 18

その他の包括利益累計額合計 △738 321

純資産合計 6,525 3,622

負債純資産合計 19,623 14,607
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】
【連結損益計算書】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

売上高 84,098 76,724

売上原価 ※１
 79,989

※１
 75,051

売上総利益 4,109 1,673

販売費及び一般管理費 ※２
 4,074

※２
 3,910

営業利益又は営業損失（△） 35 △2,236

営業外収益

受取利息 10 25

受取配当金 82 49

有価証券運用益 81 －

貸倒引当金戻入額 17 20

その他 25 32

営業外収益合計 217 128

営業外費用

支払利息 108 101

有価証券運用損 － 35

その他 17 22

営業外費用合計 125 159

経常利益又は経常損失（△） 127 △2,268

特別利益

投資有価証券売却益 － 113

補助金収入 － 36

特別利益合計 － 149

特別損失

投資有価証券売却損 － 1,497

投資有価証券評価損 28 36

固定資産圧縮損 － 34

減損損失 － ※３
 59

事業整理損 － ※４
 80

訴訟和解金等 81 －

その他 － ※５
 42

特別損失合計 110 1,752

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損
失（△）

17 △3,870

法人税、住民税及び事業税 6 25

法人税等調整額 △9 △0

法人税等合計 △3 24

少数株主損益調整前当期純利益又は少数株主損益調
整前当期純損失（△）

20 △3,895

当期純利益又は当期純損失（△） 20 △3,895
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【連結包括利益計算書】
（単位：百万円）

前連結会計年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

少数株主損益調整前当期純利益又は少数株主損益調
整前当期純損失（△）

20 △3,895

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 142 1,056

繰延ヘッジ損益 △3 3

土地再評価差額金 1 －

その他の包括利益合計 ※
 141

※
 1,060

包括利益 161 △2,835

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 161 △2,835

少数株主に係る包括利益 － －
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③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

株主資本

資本金

当期首残高 2,037 2,037

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,037 2,037

資本剰余金

当期首残高 1,309 1,309

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,309 1,309

利益剰余金

当期首残高 3,969 3,922

当期変動額

剰余金の配当 △67 △67

当期純利益又は当期純損失（△） 20 △3,895

当期変動額合計 △47 △3,962

当期末残高 3,922 △39

自己株式

当期首残高 △5 △5

当期変動額

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 △5 △5

株主資本合計

当期首残高 7,311 7,264

当期変動額

剰余金の配当 △67 △67

当期純利益又は当期純損失（△） 20 △3,895

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 △47 △3,962

当期末残高 7,264 3,301
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金

当期首残高 △896 △753

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

142 1,056

当期変動額合計 142 1,056

当期末残高 △753 303

繰延ヘッジ損益

当期首残高 △0 △3

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△3 3

当期変動額合計 △3 3

当期末残高 △3 －

土地再評価差額金

当期首残高 16 18

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

1 －

当期変動額合計 1 －

当期末残高 18 18

その他の包括利益累計額合計

当期首残高 △879 △738

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

141 1,060

当期変動額合計 141 1,060

当期末残高 △738 321

純資産合計

当期首残高 6,431 6,525

当期変動額

剰余金の配当 △67 △67

当期純利益又は当期純損失（△） 20 △3,895

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 141 1,060

当期変動額合計 93 △2,902

当期末残高 6,525 3,622
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期
純損失（△）

17 △3,870

減価償却費 204 182

減損損失 － 59

貸倒引当金の増減額（△は減少） △42 △160

賞与引当金の増減額（△は減少） 3 28

退職給付引当金の増減額（△は減少） 10 △16

長期未払金の増減額（△は減少） △13 △30

受取利息及び受取配当金 △92 △75

支払利息 108 101

補助金収入 － △36

固定資産圧縮損 － 34

投資有価証券評価損益（△は益） 28 36

有価証券運用損益（△は益） 13 7

投資有価証券売却損益（△は益） △94 1,412

訴訟和解金等 81 －

売上債権の増減額（△は増加） 427 479

たな卸資産の増減額（△は増加） △825 2,416

前渡金の増減額（△は増加） 118 △292

仕入債務の増減額（△は減少） 222 △337

その他 84 △190

小計 251 △249

訴訟和解金等の支払額 △81 －

法人税等の支払額 △3 △7

営業活動によるキャッシュ・フロー 166 △256

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形及び無形固定資産の取得による支出 △22 △58

有形及び無形固定資産の売却による収入 － 3

投資有価証券の取得による支出 △89 △7

投資有価証券の売却による収入 363 3,041

有価証券の償還による収入 5 15

貸付金の回収による収入 6 9

貸付けによる支出 △8 △215

利息及び配当金の受取額 94 71

その他 23 21

投資活動によるキャッシュ・フロー 373 2,883
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 50 △1,523

長期借入金の返済による支出 △151 △151

自己株式の取得による支出 △0 △0

利息の支払額 △96 △90

配当金の支払額 △67 △67

その他 △49 △74

財務活動によるキャッシュ・フロー △315 △1,907

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 225 718

現金及び現金同等物の期首残高 1,807 2,032

現金及び現金同等物の期末残高 ※
 2,032

※
 2,751
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【注記事項】

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

(1）連結子会社の数  ４社

連結子会社の名称

豊海東市冷蔵㈱

共同水産㈱

八王子魚市場㈱

東市フレッシュ㈱

(2）非連結子会社の数　４社

非連結子会社の名称

築地企業㈱

東市築地水産貿易（上海）有限公司

㈱うおたく

㈱キタショク　

（連結の範囲から除いた理由）

　非連結子会社は、いずれも小規模であり、総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金等

（持分に見合う額）は、いずれも連結財務諸表に与える影響は軽微であるため、連結の範囲から除いておりま

す。

　　

２．持分法の適用に関する事項

　非連結子会社である築地企業㈱、東市築地水産貿易（上海）有限公司、㈱うおたく及び㈱キタショクは、当期純

損益（持分に見合う額）及び利益剰余金等（持分に見合う額）に与える影響は軽微であり、かつ全体としても重

要性がないため、持分法の範囲から除いております。

　

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

  連結子会社の決算日は連結決算日と同一であります。　

　

４．会計処理基準に関する事項

(イ）重要な資産の評価基準及び評価方法

(1）有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

……連結決算末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定）

時価のないもの

……移動平均法による原価法

(2）デリバティブ

……時価法

(3）たな卸資産

商品及び製品…………個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下げの

方法により算定）

　原材料及び貯蔵品……個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下げの

方法により算定）

(ロ）固定資産の減価償却方法

有形固定資産（リース資産を除く）………主として定率法

　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物　　　　 15～47年

機械装置及び運搬具　　 ４～12年

無形固定資産（リース資産を除く）………定額法

　なお、自社利用のソフトウェアについては社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

リース資産

リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法を採用しております。

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前のリー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。
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(ハ）重要な引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

　売上債権等の貸倒損失に備えるため、売上債権等を一般債権、貸倒懸念債権等に分類し、各債権分類ごとの

貸倒実績率等により貸倒引当金を計上しております。

(2）賞与引当金

　従業員の賞与の支払に備えるため、支給見込額のうち当連結会計年度負担額を計上しております。

(3）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務に基づいて算定した額を計上し

ております。　

(ニ）重要なヘッジ会計の方法

(1)　ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理によっております。

なお、為替予約については振当処理によっております。　

(2)　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段………為替予約

ヘッジ対象………売掛金、買掛金

(3)　ヘッジ方針

　当社は、その企業理念である堅実経営に則り、外貨建金銭債権債務にかかる将来の為替変動リスクを回

避するため、原則として個別取引ごとにヘッジ目的で為替予約取引を行っております。

(4)　ヘッジ有効性評価の方法

　原則としてヘッジ開始時から有効性評価時点までの期間においてヘッジ対象評価の方法とヘッジ手段

の相場変動の累計とを比較し、両者の変動額等を基礎にして判断しております。

なお、為替予約についてはヘッジに高い有効性があるとみなされるため、有効性の評価については省略

しております。

(ホ）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

(ヘ）消費税等の会計処理

　税抜方式を採用しております。

　

（会計方針の変更）

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

当社及び連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より平成24年４月１日以降に取得し

た有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。

この変更が損益に与える影響は軽微であります。

　

（表示方法の変更）

（連結貸借対照表）

　前連結会計年度において、「投資その他の資産」の「その他」に含めていた「長期貸付金」は、資産の総額の

100分の１を超えたため、当連結会計年度より独立掲記することとしました。この表示方法の変更を反映させる

ため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

　この結果、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「投資その他の資産」の「その他」に表示していた

303百万円は、「長期貸付金」９百万円、「その他」294百万円として組み替えております。

　

（連結損益計算書）

　前連結会計年度において、「営業外収益」の「その他」に含めていた「貸倒引当金戻入額」は、営業外収益の

総額の100分の10を超えたため、当連結会計年度より独立掲記することとしました。この表示方法の変更を反映

させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

　この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「営業外収益」の「その他」に表示していた43百万円

は、「貸倒引当金戻入額」17百万円、「その他」25百万円として組み替えております。
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（連結貸借対照表関係）

※１　非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のとおりであります。

　
前連結会計年度

（平成24年３月31日）
当連結会計年度

（平成25年３月31日）

投資有価証券（株式） 12百万円 17百万円

　

※２　担保資産及び担保付債務

　担保に供している資産は、次のとおりであります。

　
前連結会計年度

（平成24年３月31日）
当連結会計年度

（平成25年３月31日）

建物 490百万円 478百万円

土地 484 484

計　 974 963

　

　担保付債務は、次のとおりであります。

　
前連結会計年度

（平成24年３月31日）
当連結会計年度

（平成25年３月31日）

短期借入金 119百万円 119百万円

長期借入金 181 61

　

※３　事業用土地の再評価

当社は、土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）及び土地の再評価に関する法律の一部

を改正する法律（平成11年３月31日公布法律第24号、平成13年３月31日公布法律第19号）に基づき事業用の土地の

再評価を行い、土地再評価差額金を純資産の部に計上しております。

①　再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第４号に定める地価税法

の土地評価価額に合理的な調整を加味して算出しております。　

②　再評価を行った年月日　　　平成14年３月31日

　

※４　有形固定資産の取得価額から控除している国庫補助金の受入による圧縮記帳累計額は、次のとおりであります。

　
前連結会計年度

（平成24年３月31日）
当連結会計年度

（平成25年３月31日）

建物及び構築物 56百万円 57百万円

機械装置及び運搬具 1 1

その他 － 33

　

５　保証債務は、次のとおりであります。　　

　
前連結会計年度

（平成24年３月31日）
当連結会計年度

（平成25年３月31日）

銀行借入保証 　 　

  東市築地水産貿易（上海）有限公司 26百万円 30百万円
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（連結損益計算書関係）

※１　期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含まれており

ます。

　
前連結会計年度

（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

たな卸資産評価損 47百万円 172百万円

　

※２　主要な費目および金額は次のとおりであります。

　
前連結会計年度

（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

出荷奨励金 95百万円 83百万円

完納奨励金 106 98

保管附帯費 562 565

市場使用料 270 262

役員報酬 180 109

給料及び賞与 1,507 1,485

賞与引当金繰入額 39 65

退職給付費用 91 86

厚生費 347 343

減価償却費 79 80

　

※３　減損損失

当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しております。　

場所 用途 種類 金額　

東京都江東区 東市フレッシュ㈱の水産物卸売事業 建物等 59百万円

当社グループは、事業資産においては事業所ごとに資産をグループ化しております。　

当社は、当連結会計年度において、連結子会社である東市フレッシュ㈱の事業休止を決定しました。これに伴い、

帳簿価額を回収可能価額まで減額し、上記金額を減損損失として特別損失に計上しております。

なお、回収可能価額は、正味売却価額から処分費用等を控除した額をもって算定しております。　

　

※４　事業整理損は連結子会社である東市フレッシュ㈱の清算に伴う損失を計上しております。　

　

※５　その他は組織再編に伴う割増退職金等であります。
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（連結包括利益計算書関係）

※  その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

　
前連結会計年度

（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

その他有価証券評価差額金： 　 　

当期発生額 115百万円 △381百万円

組替調整額 27 1,459

税効果調整前 142 1,077

税効果額 △0 △21

その他有価証券評価差額金 142 1,056

繰延ヘッジ損益： 　 　

当期発生額 △3 3

税効果額 － －

繰延ヘッジ損益 △3 3

土地再評価差額金： 　 　

税効果額 1 －

その他の包括利益合計 141 1,060
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度
期首株式数
（千株）

当連結会計年度
増加株式数
（千株）　

当連結会計年度
減少株式数
（千株）

当連結会計年度末
株式数
（千株）

発行済株式     

普通株式 22,475 － － 22,475

合計 22,475 － － 22,475

自己株式     

普通株式 (注) 27 0 － 28

合計 27 0 － 28

 (注)普通株式の自己株式の株式数増加０千株は、単元未満株式の買取による増加である。

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成23年６月29日

定時株主総会
普通株式 67 3.00平成23年３月31日平成23年６月30日

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成24年６月28日

定時株主総会
普通株式 67 利益剰余金 3.00平成24年３月31日平成24年６月29日

　

EDINET提出書類

築地魚市場株式会社(E02571)

有価証券報告書

43/86



当連結会計年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度
期首株式数
（千株）

当連結会計年度
増加株式数
（千株）　

当連結会計年度
減少株式数
（千株）

当連結会計年度末
株式数
（千株）

発行済株式     

普通株式 22,475 － － 22,475

合計 22,475 － － 22,475

自己株式     

普通株式 (注) 28 0 － 29

合計 28 0 － 29

 (注)普通株式の自己株式の株式数増加０千株は、単元未満株式の買取による増加である。

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成24年６月28日

定時株主総会
普通株式 67 3.00平成24年３月31日平成24年６月29日

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

無配のため記載すべき事項はありません。

　

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　
　
　

前連結会計年度
（自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日）

当連結会計年度
（自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日）

現金及び預金勘定 2,032百万円 2,751百万円

預入期間が３か月を

超える定期預金
－　 －　

現金及び現金同等物 2,032　 2,751　
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（リース取引関係）

（借主側）

ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引

①  リース資産の内容

（ア）有形固定資産

主な有形固定資産はホストコンピュータ等であります。

（イ）無形固定資産

ソフトウェアであります。

②  リース資産の減価償却の方法

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．会計処理基準に関する事項　(ロ)固定資産の減価償却方

法」に記載の通りであります。　

　
（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1)金融商品に対する取組方針

　当社グループの資金調達については銀行借入金によっております。デリバティブ取引は為替予約取引で

あり、将来の為替変動によるリスク回避を目的としており、投機的な取引は行っておりません。

　(2)金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

　営業債権である受取手形及び売掛金は顧客の信用リスクに晒されています。当該リスクに関しては、取引

先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、主な取引先の与信状況をその都度、把握する体制をとっ

ております。

　株式等である有価証券及び投資有価証券は市場価格の変動リスクに晒されていますが、取締役会及び経

営会議への報告等、個別リスク管理を行っております。

　営業債務である支払手形及び買掛金は、１年以内の支払期日です。

　借入金のうち、短期借入金は主に営業取引にかかる資金調達であり、長期借入金は主に不動産取得にかか

る資金調達です。変動金利の借入金はありません。

　デリバティブ取引は将来の外貨建金銭債権債務の為替変動リスクに対するヘッジを目的とした先物為替

予約取引であり、職制規程に定める決裁権限に基づき実需の範囲で行うこととしております。また、デリバ

ティブの利用にあたっては信用リスクを軽減するために格付の高い金融機関とのみ取引を行っておりま

す。

　また、営業債務や借入金は流動性リスクに晒されていますが、これらの管理は経理部が適時に資金繰り計

画を作成・更新して管理しております。

(3)金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が

含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用

することにより、当該価額が変動することがあります。また、注記事項「デリバティブ取引関係」における

デリバティブ取引に関する契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示

すものではありません。
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２．金融商品の時価等に関する事項

　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。なお、時価を把握することが極

めて困難と認められるものは、次表に含まれておりません((注)２.参照)。

　

前連結会計年度（平成24年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価

（百万円）
差額

（百万円）

(1）現金及び預金 2,032 2,032 －

(2）受取手形及び売掛金 4,529 4,529 －

(3）有価証券及び投資有価証券 4,476 4,476 －

　資産計 11,038 11,038 －

(1）支払手形及び買掛金 2,667 2,667 －

(2）短期借入金 7,680 7,680 －

(3) 長期借入金(※１) 747 739 △8

　負債計 11,095 11,087 △8

 デリバティブ取引(※２) △3 △3 －

(※１)１年内返済予定の長期借入金は長期借入金に含めて表示している。

(※２)デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務と

なる項目については△で表示している。　

　

当連結会計年度（平成25年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価

（百万円）
差額

（百万円）

(1）現金及び預金 2,751 2,751 －

(2）受取手形及び売掛金 4,189 4,189 －

(3）有価証券及び投資有価証券 1,083 1,083 －

　資産計 8,024 8,024 －

(1）支払手形及び買掛金 2,330 2,330 －

(2）短期借入金 6,156 6,156 －

(3) 長期借入金(※) 606 602 △3

　負債計 9,092 9,089 △3

 デリバティブ取引 － － －

(※)１年内返済予定の長期借入金は長期借入金に含めて表示している。　
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(注)１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

資　産

(1)現金及び預金、(2)受取手形及び売掛金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっている。

(3)有価証券及び投資有価証券

　これらの時価について、株式・債券等は取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格

によっている。

負　債

(1)支払手形及び買掛金、(2)短期借入金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっている。　

(3)長期借入金

　長期借入金の時価については、同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いた

現在価値により算定している。

デリバティブ取引

　注記事項「デリバティブ取引関係」に記載のとおりである。

　

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の連結貸借対照表計上額

　 （単位：百万円）

区分
前連結会計年度

（平成24年３月31日）
当連結会計年度

（平成25年３月31日）

非上場株式等 265 234

長期預り保証金 435 429

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるものである。

なお、非上場株式等については「(3)有価証券及び投資有価証券」には含めていない。

　

EDINET提出書類

築地魚市場株式会社(E02571)

有価証券報告書

47/86



３．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度（平成24年３月31日）

 
１年以内　
  (百万円） 

１年超
５年以内　
 (百万円）

５年超
10年以内
 (百万円）　

10年超　
 (百万円）

預金 2,008 － － －

受取手形及び売掛金 4,529 － － －

有価証券及び投資有価証券     

その他有価証券のうち満期

があるもの
   　

(1) 債券（その他） 15　 118　 －　 1,179　

(2) その他 －　 963 －　 65　

合計 6,553 1,081 － 1,244　

　

当連結会計年度（平成25年３月31日）

 
１年以内　
  (百万円） 

１年超
５年以内　
 (百万円）

５年超
10年以内
 (百万円）　

10年超　
 (百万円）

預金 2,726 － － －

受取手形及び売掛金 4,189 － － －

有価証券及び投資有価証券     

その他有価証券のうち満期

があるもの
   　

(1) 債券（その他） －　 15　 －　 498　

(2) その他 45　 － －　 －　

合計 6,961 15 － 498　

　

４.短期借入金及び長期借入金の連結決算日後の返済予定額

前連結会計年度（平成24年３月31日）

　
１年以内
（百万円）

１年超
５年以内
（百万円）

５年超
10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

短期借入金 7,680 － － －

長期借入金 141 275 130 200

合計 7,821 275 130 200

　

当連結会計年度（平成25年３月31日）

　
１年以内
（百万円）

１年超
５年以内
（百万円）

５年超
10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

短期借入金　 6,156 － － －

長期借入金 142 157 133 172

合計 6,299 157 133 172
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（有価証券関係）

１．その他有価証券

前連結会計年度（平成24年３月31日）

 種類
連結貸借対照表計上額

（百万円）
取得原価（百万円） 差額（百万円）

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えるも

の

(1)株式 1,017 807 210

(2)債券

その他　

　

－

　

－

　

－

(3)その他 117 102 15

小計　 1,135 909 225

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えない

もの

(1)株式 785 1,037 △251

(2)債券

その他

　

1,312

　

1,685

　

△372

(3)その他 1,242 1,597 △354

小計 3,341 4,320 △979

合計 4,476 5,229 △753

（注）非上場株式等（連結貸借対照表計上額　253百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて

困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めていない。

　

当連結会計年度（平成25年３月31日）

 種類
連結貸借対照表計上額

（百万円）
取得原価（百万円） 差額（百万円）

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えるも

の

(1)株式 523 446 76

(2)債券

その他　

　

511

　

261

　

249

(3)その他 － － －

小計　 1,034 708 326

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えない

もの

(1)株式 － － －

(2)債券

その他

　

3

　

4

　

△1

(3)その他 45 45 －

小計 49 50 △1

合計 1,083 759 324

（注）非上場株式等（連結貸借対照表計上額　217百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて

困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。
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２．売却したその他有価証券

前連結会計年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

種類 売却額（百万円）
売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

(1）株式 195 11 △0

(2）債券 　 　 　

その他 － － －

(3）その他 173 90 △7

合計 369 102 △7

当連結会計年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

種類 売却額（百万円）
売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

(1）株式 1,327 111 △208

(2）債券 　 　 　

その他 896 8 △515

(3）その他 811 2 △811

合計 3,036 122 △1,535

３．減損処理を行った有価証券

前連結会計年度において、有価証券について28百万円の減損処理を行っております。

当連結会計年度において、有価証券について36百万円（その他有価証券のその他32百万円、非上場株式３百万

円）の減損処理を行っております。　
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（デリバティブ取引関係）

１．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

該当事項はありません。

　

２. ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引 

通貨関連

前連結会計年度（平成24年３月31日）

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象
契約額等　

（百万円）　

契約額等の

うち１年超

（百万円）　

時価　

(百万円)　

為替予約等の振当

処理

為替予約取引     

　売建     

　米ドル 売掛金 100 － △3

小計 100 － △3

為替予約取引 　 　 　 　

　買建 　 　 　 　

米ドル 買掛金 －　 －　 －　

小計 － － －

合計 100 － △3

(注) 時価の算定方法

取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定している。　　

　

当連結会計年度（平成25年３月31日）

　該当事項はありません。
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

　提出会社は退職一時金制度と確定拠出型年金制度を、連結子会社は主に退職一時金制度を採用しています。

 

 　

２．退職給付債務の算定方法

　提出会社及び連結子会社は、退職給付債務の算定に当たっては、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退

職給付債務とする簡便法を採用しています。

３．退職給付債務及びその内訳

 
前連結会計年度

（平成24年３月31日）
当連結会計年度

（平成25年３月31日）

(1）退職給付債務（百万円）  △578   △562  

(2）退職給付引当金（百万円）  △578   △562  

４．退職給付費用の内訳

 
前連結会計年度

（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

退職給付費用（百万円）   

勤務費用  96  98

割増退職金　 － 28

 合計 96 127

（注）勤務費用には、確定拠出の支払額も含めている。

　

５．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

　該当事項はありません。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　
前連結会計年度

（平成24年３月31日）
　

当連結会計年度
（平成25年３月31日）

繰延税金資産 　　 　
貸倒引当金 178百万円　 70百万円
賞与引当金 16 　 27
退職給付引当金 207 　 203
減損損失　 10 　 9
有価証券評価損等 400 　 379
繰越欠損金 559 　 2,005
その他有価証券評価差額金 269 　 －
その他 54 　 92
繰延税金資産小計 1,697 　 2,787
評価性引当額 △1,697 　 △2,787
繰延税金資産合計 － 　 －
繰延税金負債  　  

連結修正による圧縮記帳の調整　 △75 　 △74

有価証券評価差額金 △0 　 △21
資産除去債務 △0 　 △0
繰延税金負債合計 △75 　 △96
繰延税金負債の純額 75 　 96

　

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

　
前連結会計年度

（平成24年３月31日）
　
　

当連結会計年度
（平成25年３月31日）

法定実効税率 40.49％ 　 税金等調整前当期純損

失を計上しているため

記載を省略している。　

（調整）  　

交際費等永久に損金に算入されない項目 77.71 　

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △68.99 　

住民税均等割等 18.58 　

期限切れ繰越欠損金 408.26　

税率変更による影響 995.92　

評価性引当額の減少等 △1,490.66　

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △18.69 　

　

（資産除去債務関係）

前連結会計年度（自平成23年４月１日　至平成24年３月31日）　

資産除去債務の概要、資産除去債務の金額の算定方法及び当連結会計年度における資産除去債務の総額の増減につ

いては、資産除去債務の変動額は僅少のため注記は省略しております。　

　

当連結会計年度（自平成24年４月１日　至平成25年３月31日）　

資産除去債務の概要、資産除去債務の金額の算定方法及び当連結会計年度における資産除去債務の総額の増減につ

いては、資産除去債務の変動額は僅少のため注記は省略しております。　
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（賃貸等不動産関係）

当社及び一部の連結子会社では、東京都及びその他の地域において、賃貸用マンション、賃貸商業施設を有してお

ります。平成24年３月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は173百万円（賃貸収益は売上高に、賃貸費用

は売上原価に計上）であります。

平成25年３月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は156百万円（賃貸収益は売上高に、賃貸費用は売上

原価に計上）であります。

また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、当連結会計年度増減額及び時価は、次のとおりであります。

　

　 （単位：百万円）

　
前連結会計年度

（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

連結貸借対照表計上額 　 　

　 期首残高 2,196 2,139

　 期中増減額 △56 △57

　 期末残高 2,139 2,081

期末時価 2,575 2,586

　(注) １．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額である。

２．前連結会計年度の期中増減額のうち、主な増加額は給水設備改修工事（３百万円）であり、主な減少額は減価

償却費（59百万円）である。

当連結会計年度の期中増減額のうち、主な増加額は配管設備改修工事（０百万円）であり、主な減少額は減価

償却費（58百万円）である。

３．前期末及び当期末の時価は「不動産鑑定評価基準」等に基づいて算定した金額である。

　

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能で

あり、執行役員により構成する経営会議が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に

検討を行う対象となっているものであります。

当社は、取り扱う商品・サービス別に、連結子会社においては個社別に報告を受け、業種別に包括的な

戦略を立案し、事業活動を展開しております。

したがって、当社は、業種別のセグメントで構成されており、「水産物卸売業」、「冷蔵倉庫業」及び

「不動産賃貸業」の３つを報告セグメントとしております。

「水産物卸売業」は、水産物及びその加工製品の卸売をしております。「冷蔵倉庫業」は、水産物の冷

蔵保管等をしております。「不動産賃貸業」は、不動産の賃貸等をしております。

　

　２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な

事項」における記載と概ね同一であります。

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格に基づいております。

　

EDINET提出書類

築地魚市場株式会社(E02571)

有価証券報告書

54/86



３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額に関する情報　

 前連結会計年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）                   （単位：百万円）　

 水産物卸売業 冷蔵倉庫業 不動産賃貸業 合　計
調整額

（注）１，２
　

連結財務諸
表計上額
（注）３

売上高       

　外部顧客への売上高 83,332 459 305 84,098 － 84,098

　セグメント間の内部売上高又は振

替高
－ 24 0 24 (24) －

計 83,332 484 306 84,123 (24) 84,098

セグメント利益又は損失（△） △152 14 173 35 － 35

セグメント資産 11,895 491 2,228 14,616 5,007 19,623

その他の項目　 　 　 　 　 　 　

　減価償却費 64 15 97 177 27 204

　有形固定資産及び無形固定資産

の増加額
33 7 8 48 64 113

（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額は、セグメント間取引消去額である。

２．セグメント資産の調整額は各報告セグメントに配分していない全社資産であり、その主なものは

提出会社の長期投資資金（投資有価証券等）である。

３．セグメント利益又は損失（△）は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。　　

　

 当連結会計年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）                   （単位：百万円）　

 水産物卸売業 冷蔵倉庫業 不動産賃貸業 合　計
調整額

（注）１，２
　

連結財務諸
表計上額
（注）３

売上高       

　外部顧客への売上高 75,950 473 300 76,724 － 76,724

　セグメント間の内部売上高又は振

替高
－ 28 0 29 (29) －

計 75,950 502 300 76,753 (29) 76,724

セグメント利益又は損失（△） △2,411 18 156 △2,236 － △2,236

セグメント資産 10,338 333 2,206 12,877 1,729 14,607

その他の項目　 　 　 　 　 　 　

　減価償却費 50 14 85 150 32 182

　有形固定資産及び無形固定資産

の増加額
26 5 8 40 41 81

（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額は、セグメント間取引消去額であります。

２．セグメント資産の調整額は各報告セグメントに配分していない全社資産であり、その主なものは

提出会社の長期投資資金（投資有価証券等）であります。

３．セグメント利益又は損失（△）は、連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。　
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【関連情報】

前連結会計年度（自平成23年４月１日  至平成24年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

セグメント情報の中で同様の情報が開示されているため、記載を省略しております。

　

２．地域ごとの情報

(1）売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

　

(2）有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。　

　

３．主要な顧客ごとの情報

　外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載はありま

せん。

　

当連結会計年度（自平成24年４月１日  至平成25年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

セグメント情報の中で同様の情報が開示されているため、記載を省略しております。

　

２．地域ごとの情報

(1）売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

　

(2）有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。　

　

３．主要な顧客ごとの情報

　外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載はありま

せん。

　

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度（自平成23年４月１日  至平成24年３月31日）

　該当事項はありません。

　　　

当連結会計年度（自平成24年４月１日  至平成25年３月31日）

 （単位：百万円） 

 水産物卸売業 冷蔵倉庫業 不動産賃貸業 全社・消去 合計

減損損失 59 － － － 59

　　　

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度（自平成23年４月１日  至平成24年３月31日）

　該当事項はありません。

　　　

当連結会計年度（自平成24年４月１日  至平成25年３月31日）

　該当事項はありません。

　　　

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度（自平成23年４月１日  至平成24年３月31日）

　該当事項はありません。

　　

当連結会計年度（自平成24年４月１日  至平成25年３月31日）

　該当事項はありません。

　　

【関連当事者情報】

前連結会計年度（自平成23年４月１日  至平成24年３月31日）
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該当事項はありません。

　

当連結会計年度（自平成24年４月１日  至平成25年３月31日）

該当事項はありません。

　

（１株当たり情報）

　
　
　

前連結会計年度
（自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日）

当連結会計年度
（自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日）

１株当たり純資産額 290.71円 161.41円

１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期

純損失金額（△）
0.90円 △173.54円

　（注）１．前連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載し

ていない。

当連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当期純損失金額であ

り、また、潜在株式が存在しないため記載していない。　

　　　　 ２．１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。

 
前連結会計年度

（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

当期純利益金額又は当期純損失金額(△)

（百万円）
20 △3,895

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益金額又は当期純

損失金額(△)（百万円）
20 △3,895

期中平均株式数（千株） 22,447 22,446

　

（重要な後発事象）

該当事項はありません。　
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

  該当事項はありません。　

　

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 7,680 6,156 1.24 －

１年以内に返済予定の長期借入金 141 142 2.01 －

１年以内に返済予定のリース債務　 58 44 －　 －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 606 463 2.17平成26年～41年

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。） 109 70 －　 平成26年～32年

その他有利子負債 － － － －

計 8,595 6,878 － －

　（注）１．「平均利率」については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載している。

２．リース債務の平均利率については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務を

連結貸借対照表に計上しているため、記載していない。

３．長期借入金及びリース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以

下のとおりである。

 
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

長期借入金 69 39 24 24

リース債務 34 23 11 1

【資産除去債務明細表】

当連結会計年度期首及び当連結会計年度末における資産除去債務の金額が連結会計年度期首及び当連結会計

年度末における負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、記載を省略しております。

　

(2)【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高（百万円） 19,772 37,980 59,367 76,724

税金等調整前四半期（当期）

純損失金額（△）（百万円）
△2,719 △2,297 △3,113 △3,870

四半期（当期）純損失金額

（△）（百万円）
△2,725 △2,305 △3,137 △3,895

１株当たり四半期（当期）純

損失金額（△）（円）
△121.41 △102.73 △139.77 △173.54

　

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益金額

又は１株当たり四半期純損失

金額（△）（円）

△121.41 18.69 △37.04 △33.77
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２【財務諸表等】
(1)【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：百万円)

前事業年度
(平成24年３月31日)

当事業年度
(平成25年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,839 2,568

売掛金 4,139 3,851

前渡金 55 347

有価証券 － 41

商品及び製品 4,240 2,192

原材料及び貯蔵品 6 6

前払費用 18 16

短期貸付金 2 2

関係会社短期貸付金 536 554

未収収益 2 5

未収入金 291 419

その他 20 50

貸倒引当金 △385 △567

流動資産合計 10,767 9,487

固定資産

有形固定資産

建物 ※１
 2,317

※１
 2,324

減価償却累計額 △1,377 △1,422

建物（純額） 939 901

構築物 1 1

減価償却累計額 △1 △1

構築物（純額） 0 0

機械及び装置 192 193

減価償却累計額 △143 △152

機械及び装置（純額） 48 40

車両運搬具 6 6

減価償却累計額 △6 △6

車両運搬具（純額） 0 0

工具、器具及び備品 29 32

減価償却累計額 △27 △28

工具、器具及び備品（純額） 1 4

土地 ※１，２
 515

※１，２
 515

リース資産 149 118

減価償却累計額 △54 △48

リース資産（純額） 95 70

有形固定資産合計 1,601 1,532

無形固定資産

借地権 59 59

リース資産 5 4

その他 5 5

無形固定資産合計 70 69

EDINET提出書類

築地魚市場株式会社(E02571)

有価証券報告書

59/86



(単位：百万円)

前事業年度
(平成24年３月31日)

当事業年度
(平成25年３月31日)

投資その他の資産

投資有価証券 4,635 1,216

関係会社株式 162 162

株主、役員又は従業員に対する長期貸付金 7 8

関係会社長期貸付金 349 506

破産更生債権等 192 60

その他 33 33

貸倒引当金 △192 △60

投資その他の資産合計 5,186 1,926

固定資産合計 6,859 3,528

資産合計 17,626 13,016

負債の部

流動負債

支払手形 39 －

受託販売未払金 262 246

買掛金 2,057 1,901

短期借入金 ※１
 7,599

※１
 6,116

リース債務 36 27

未払金 87 99

未払費用 226 204

未払法人税等 7 2

未払消費税等 38 22

預り金 57 53

前受収益 3 3

賞与引当金 37 63

その他 27 －

流動負債合計 10,481 8,742

固定負債

長期借入金 ※１
 181

※１
 61

リース債務 64 46

繰延税金負債 0 20

再評価に係る繰延税金負債 ※２
 10

※２
 10

退職給付引当金 464 472

長期未払金 41 23

長期預り保証金 311 309

資産除去債務 1 1

固定負債合計 1,074 945

負債合計 11,555 9,688
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成24年３月31日)

当事業年度
(平成25年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 2,037 2,037

資本剰余金

資本準備金 1,302 1,302

資本剰余金合計 1,302 1,302

利益剰余金

利益準備金 465 465

その他利益剰余金

別途積立金 2,960 2,860

繰越利益剰余金 32 △3,650

利益剰余金合計 3,457 △325

自己株式 △5 △5

株主資本合計 6,792 3,009

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △736 300

繰延ヘッジ損益 △3 －

土地再評価差額金 ※２
 18

※２
 18

評価・換算差額等合計 △721 318

純資産合計 6,070 3,328

負債純資産合計 17,626 13,016
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②【損益計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

当事業年度
(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

売上高

卸売事業売上高

受託品売上高 20,984 18,552

買付品売上高 58,262 53,976

卸売事業売上高 79,246 72,528

附帯事業売上高 353 370

売上高合計 79,599 72,899

売上原価

卸売事業売上原価

受託品売上原価 ※１
 19,831

※１
 17,532

買付品売上原価

商品期首たな卸高 3,611 4,240

当期商品仕入高 56,920 52,211

合計 60,532 56,451

商品期末たな卸高 4,240 2,192

差引買付品売上原価 56,291 54,259

卸売事業売上原価 ※２
 76,123

※２
 71,791

附帯事業売上原価 257 261

売上原価合計 76,381 72,052

売上総利益 3,218 846

販売費及び一般管理費 ※３
 3,194

※３
 3,106

営業利益又は営業損失（△） 23 △2,259

営業外収益

受取利息 23 38

受取配当金 81 249

有価証券運用益 86 －

貸倒引当金戻入額 23 17

その他 15 20

営業外収益合計 230 325

営業外費用

支払利息 95 89

有価証券運用損 － 36

その他 12 15

営業外費用合計 108 141

経常利益又は経常損失（△） 145 △2,075

特別利益

投資有価証券売却益 － 113

補助金収入 － 34

特別利益合計 － 148
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(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

当事業年度
(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

特別損失

投資有価証券評価損 28 1,475

投資有価証券売却損 － 33

固定資産圧縮損 － 33

関係会社貸倒引当金繰入額 80 200

訴訟和解金等 81 －

その他 － ※４
 42

特別損失合計 190 1,785

税引前当期純損失（△） △44 △3,713

法人税、住民税及び事業税 2 2

法人税等調整額 △0 △0

法人税等合計 2 2

当期純損失（△） △46 △3,715
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【附帯事業売上原価の明細】

(イ）冷凍事業売上原価明細書

 
前事業年度

（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当事業年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

区分 金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

１．材料費 20 7.5 23 8.5
２．労務費 228 84.9 231 83.9
３．直接経費 16 6.0 16 6.1
４．間接費 4 1.6 4 1.5

５．他勘定振替高 ※1        △113　　　　　  
※２        △107　　　　

　
 

計 155 100.0 167 100.0

　（注）※１．他勘定振替高は、買付品仕入高113百万円他への振替額である。

※２．他勘定振替高は、買付品仕入高107百万円他への振替額である。

 　　　(ロ）不動産賃貸収入原価明細書

 
前事業年度

（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当事業年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

区分 金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

１．賃借料 18 14.2 17 15.4
２．租税公課 9 7.4 10 8.6
３．減価償却費 62 49.0 50 43.5
４．その他 37 29.4 38 32.5
５．他勘定振替高 ※ 　        △24　　　　 　 ※ 　        △23　　　　 　

計 102 100.0 93 100.0

（注）※他勘定振替高は、販売費及び一般管理費への振替額である。
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

当事業年度
(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

株主資本

資本金

当期首残高 2,037 2,037

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,037 2,037

資本剰余金

資本準備金

当期首残高 1,302 1,302

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,302 1,302

利益剰余金

利益準備金

当期首残高 465 465

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 465 465

その他利益剰余金

別途積立金

当期首残高 3,560 2,960

当期変動額

別途積立金の取崩 △600 △100

当期変動額合計 △600 △100

当期末残高 2,960 2,860

繰越利益剰余金

当期首残高 △453 32

当期変動額

剰余金の配当 △67 △67

当期純損失（△） △46 △3,715

別途積立金の取崩 600 100

当期変動額合計 485 △3,682

当期末残高 32 △3,650

利益剰余金合計

当期首残高 3,571 3,457

当期変動額

剰余金の配当 △67 △67

当期純損失（△） △46 △3,715

当期変動額合計 △114 △3,782

当期末残高 3,457 △325
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(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

当事業年度
(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

自己株式

当期首残高 △5 △5

当期変動額

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 △5 △5

株主資本合計

当期首残高 6,906 6,792

当期変動額

剰余金の配当 △67 △67

当期純損失（△） △46 △3,715

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 △114 △3,782

当期末残高 6,792 3,009

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

当期首残高 △873 △736

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

137 1,036

当期変動額合計 137 1,036

当期末残高 △736 300

繰延ヘッジ損益

当期首残高 △0 △3

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△3 3

当期変動額合計 △3 3

当期末残高 △3 －

土地再評価差額金

当期首残高 16 18

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

1 －

当期変動額合計 1 －

当期末残高 18 18

評価・換算差額等合計

当期首残高 △857 △721

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

136 1,040

当期変動額合計 136 1,040

当期末残高 △721 318
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(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

当事業年度
(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

純資産合計

当期首残高 6,048 6,070

当期変動額

剰余金の配当 △67 △67

当期純損失（△） △46 △3,715

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 136 1,040

当期変動額合計 22 △2,742

当期末残高 6,070 3,328
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式

  移動平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの

……決算末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定）

時価のないもの

……移動平均法による原価法

２．デリバティブ等の評価基準及び評価方法

……時価法

３．たな卸資産の評価基準及び評価方法

　商品及び製品…………個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法　

により算定）

　原材料及び貯蔵品……個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法

により算定）

４．固定資産の減価償却の方法

有形固定資産（リース資産を除く）………主として定率法

　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物　　　　 15～47年

機械及び装置　　 12年

リース資産

  リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法を採用しております。

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前の

リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

５．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

　売上債権等の貸倒損失に備えるため、売上債権等を一般債権、貸倒懸念債権等に分類し、各債権分類ごと

の貸倒実績率等により貸倒引当金を計上しております。

(2）賞与引当金

　従業員の賞与の支払に備えるため、支給見込額のうち当事業年度負担額を計上しております。

(3）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務に基づいて算定した額を計上して

おります。　

６．ヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理によっております。

なお、為替予約については振当処理によっております。　

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段………為替予約　

ヘッジ対象………売掛金、買掛金

③　ヘッジ方針

　当社は、その企業理念である堅実経営に則り、外貨建金銭債権債務にかかる将来の為替変動リスクを回

避するため、原則として個別取引ごとにヘッジ目的で為替予約取引を行っております。

④　ヘッジ有効性評価の方法

　原則としてヘッジ開始時から有効性評価時点までの期間においてヘッジ対象評価の方法とヘッジ手段

の相場変動の累計とを比較し、両者の変動額等を基礎にして判断しております。

なお、為替予約についてはヘッジに高い有効性があるとみなされるため、有効性の評価については省

略しております。　

７．消費税等の会計処理

　税抜方式を採用しております。　　
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（会計方針の変更）

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

当社は、法人税法の改正に伴い、当事業年度より平成24年４月１日以降に取得し

た有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。

この変更が損益に与える影響は軽微であります。
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（貸借対照表関係）

※１　担保資産及び担保付債務

　担保に供している資産は、次のとおりであります。

　
前事業年度

（平成24年３月31日）
当事業年度

（平成25年３月31日）

建物 490百万円 478百万円

土地 484 484

計　 974 963

　

　担保付債務は、次のとおりであります。

　
前事業年度

（平成24年３月31日）
当事業年度

（平成25年３月31日）

短期借入金 119百万円 119百万円

長期借入金 181 61

　

※２　事業用土地の再評価

当社は、土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）及び土地の再評価に関する法律の一部

を改正する法律（平成11年３月31日公布法律第24号、平成13年３月31日公布法律第19号）に基づき事業用の土地の

再評価を行い、土地再評価差額金を純資産の部に計上しております。

①　再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第４号に定める地価税法

の土地評価価額に合理的な調整を加味して算出しております。　

②　再評価を行った年月日　　　平成14年３月31日

　

３　保証債務は、次のとおりであります。　　

　
前事業年度

（平成24年３月31日）
当事業年度

（平成25年３月31日）

銀行借入保証 　 　

共同水産㈱ 50百万円 80百万円

  東市フレッシュ㈱ 90 －

  東市築地水産貿易（上海）有限公司 26 30

計　 166 110
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（損益計算書関係）

※１  受託品売上原価は、受託品売上高より東京都中央卸売市場条例による卸売手数料を控除したものであります。 

　

※２　売上原価に含まれている収益性の低下に伴うたな卸資産評価損は次のとおりであります。

　
前事業年度

（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当事業年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

たな卸資産評価損 31百万円 172百万円

　

※３　販売費に属する費用のおおよその割合は前事業年度84％、当事業年度83％、一般管理費に属する費用のおおよその

割合は前事業年度16％、当事業年度17％であります。

主要な費目および金額は次のとおりであります。

　
前事業年度

（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当事業年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

出荷奨励金（注１） 95百万円 83百万円

完納奨励金（注２） 107 99

保管附帯費（注３） 454 474

市場使用料（注４） 255 246

役員報酬 91 64

職員給料手当 1,135 1,127

職員賞与 84 52

賞与引当金繰入額 35 61

退職給付費用 87 77

厚生費 285 282

減価償却費 33 38

賃借料 43 13

（注１）出荷奨励金とは、仕入先に対する奨励金である。　

（注２）完納奨励金とは、仲卸業者、売買参加者販売代金の契約支払期日完納額に対する奨励金である。　

（注３）保管附帯費の主な内訳は次の通りである。

　
前事業年度

（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当事業年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

荷役料 284百万円 297百万円

運賃 90 91

その他 79 85

計 454 474

　

（注４）市場使用料とは、東京都中央卸売市場条例に基づき中央卸売市場の使用に対して支払われる使用料であり、内訳

は次の通りである。

　
前事業年度

（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当事業年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

売上高割使用料 170百万円 161百万円

面積割使用料 84 84

計 255 246

　　

※４　その他は組織再編に伴う割増退職金等であります。
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首
株式数（千株）

当事業年度増加
株式数（千株）

当事業年度減少
株式数（千株）

当事業年度末
株式数（千株）

普通株式 27 0 － 28

合計 27 0 － 28

 （注）普通株式の自己株式の株式数増加０千株は、単元未満株式の買取による増加である。

当事業年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首
株式数（千株）

当事業年度増加
株式数（千株）

当事業年度減少
株式数（千株）

当事業年度末
株式数（千株）

普通株式 28 0 － 29

合計 28 0 － 29

 （注）普通株式の自己株式の株式数増加０千株は、単元未満株式の買取による増加である。

（リース取引関係）

（借主側）

ファイナンス・リース取引
所有権移転外ファイナンス・リース取引
①  リース資産の内容

（ア）有形固定資産

主な有形固定資産は水産物卸売業におけるフォークリフト（車両運搬具）等であります。

（イ）無形固定資産

ソフトウェアであります。
②  リース資産の減価償却の方法
重要な会計方針「４．固定資産の減価償却の方法」に記載の通りであります。

　　

（有価証券関係）

前事業年度（平成24年３月31日）

子会社株式及び関連会社株式(貸借対照表計上額　子会社株式162百万円）は、市場価格がなく、時価を把握

することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。

当事業年度（平成25年３月31日）

子会社株式及び関連会社株式(貸借対照表計上額　子会社株式162百万円）は、市場価格がなく、時価を把握

することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　
前事業年度

（平成24年３月31日）
　

当事業年度
（平成25年３月31日）

繰延税金資産 　　 　
貸倒引当金 199百万円　 224百万円
賞与引当金 14 　 24
退職給付引当金 165 　 168　　　　　　
減損損失 10 　 9
有価証券評価損等 400 　 378
繰越欠損金 480 　 1,825
その他有価証券評価差額金 262 　 －
その他 43 　 90
繰延税金資産小計 1,576 　 2,720
評価性引当額 △1,576 　 △2,720
繰延税金資産合計 － 　 －
繰延税金負債 　 　 　
有価証券評価差額金　 － 　 △19
資産除去債務 △0 　 △0
繰延税金負債合計 △0 　 △20
繰延税金負債の純額 0 　 20

　

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

前事業年度は税引前当期純損失を計上しているため記載を省略しております。

　当事業年度は税引前当期純損失を計上しているため記載を省略しております。

　

（資産除去債務関係）

前事業年度（自平成23年４月１日　至平成24年３月31日）

資産除去債務の概要、資産除去債務の金額の算定方法及び当事業年度における資産除去債務の総額の増減につ

いては、資産除去債務の変動額は僅少のため注記は省略しております。

当事業年度（自平成24年４月１日　至平成25年３月31日）

資産除去債務の概要、資産除去債務の金額の算定方法及び当事業年度における資産除去債務の総額の増減につ

いては、資産除去債務の変動額は僅少のため注記は省略しております。
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（１株当たり情報）

　
　
　

前事業年度
（自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日）

当事業年度
（自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日）

１株当たり純資産額 270.44円 148.27円

１株当たり当期純損失金額 2.08円 165.53円

　（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当期純損失金額であり、また、潜在株式が

存在しないため記載していない。

　　　　 ２．１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。

 
前事業年度

（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当事業年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

当期純損失金額（百万円） 46 3,715

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純損失金額（百万円） 46 3,715

期中平均株式数（千株） 22,447 22,446

　

　

（重要な後発事象）

 連結子会社の吸収合併（簡易合併・略式合併）について

　当社は、平成25年２月８日開催の取締役会において、当社の100％連結子会社である八王子魚市場株式会社を吸

収合併することを決議し平成25年４月１日に合併いたしました。

　

（１）合併の目的

　八王子魚市場株式会社は、子会社として主に地方卸売市場における生鮮加工水産物の卸売販売業務を

担っておりましたが、東京都中央卸売市場築地市場の豊洲新市場への３年後の移転計画（首都圏流通拠点

としてのハブ機能をより強化）を踏まえ、これまで以上に市場間のより効率的な分荷、流通体制の構築、更

にはより公正かつ効率的な取引の確保を目指し、平成25年４月１日付けにて、築地魚市場株式会社（親会

社）を存続会社とし八王子魚市場株式会社（子会社）を経営統合（合併）する事といたしました。

　

（２）合併する相手会社の名称

　  八王子魚市場株式会社

　

（３）合併の方法、合併後の会社の名称

　  当社を存続会社、八王子魚市場株式会社を消滅会社とする吸収合併方式

　

（４）合併による割当の内容

　八王子魚市場株式会社は、当社の100％子会社であるため、本合併による新株式の発行及び金銭等の交付

は行いません。

　なお、本合併は、当社においては会社法第796条第３項に規定する簡易合併であり、八王子魚市場株式会社

においては会社法第784条第１項に規定する略式合併であるため、それぞれ合併契約に関する株主総会の

承認を得ることなく行うものであります。
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（５）相手会社の主な事業内容、規模（平成25年３月31日現在）

商号 八王子魚市場株式会社

所在地 東京都八王子市北野町588-1

代表者の役職・氏名 代表取締役　緒方　浩司

事業内容 水産物卸売

資本金 20百万円

設立年月日 昭和32年５月

発行済株式数 40,000株

純資産 62百万円

総資産 1,172百万円

決算期 ３月31日

（６）合併の時期

　平成25年４月１日

  

（７）会計処理の概要

　　この合併は「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成20年12月26日）及び「企業結合会

計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　平成20年12月26日）

に基づき、共通支配下の取引として処理いたします。
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（百万円）

投資有価証

券

その他有

価証券

㈱みずほフィナンシャルグループ 1,112,200 221

㈱ニチレイ 258,000 144

横浜冷凍㈱ 133,000 114

㈱ベニレイ　 71,200 77

　東京豊海冷蔵㈱　 1,600 72

㈱日本マリン 120 30

ナラサキ産業㈱ 100,000 19

㈱マルイチ産商 11,000 8

東京団地冷蔵㈱　 368 3

㈱築地市場決済センター 300 3

その他７銘柄 101,223 4

計 1,789,011 700

　

【債券】

銘柄 券面総額（百万円）
貸借対照表計上額
（百万円）

投資有価証

券　

その他有

価証券　

ＢＡＷＡＧ期限前償還条項付パワーリ

バース債
1,000 498

計 1,000 498

【その他】

種類及び銘柄 投資口数等（口）
貸借対照表計上額
（百万円）

有価証券　
その他有価

証券　

（投資信託受益証券） 　 　

ジャパン・ロジスティクス・プロパティ

・トラスト
20,000 41

小計　 20,000 41

投資有価証券　
その他有価

証券　

　 　 　

投資事業組合出資金（３銘柄）　 950 17

小計　 950 17

計 20,950 59

 (注)上記には投資事業組合に対する出資を含んでいるが関係会社に該当するものはない。
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【有形固定資産等明細表】

資産の種類
当期首残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
(百万円)

当期償却額
（百万円）

差引当期末残
高（百万円）

有形固定資産        

建物 2,317 6 － 2,324 1,422 44 901

構築物 1 － － 1 1 0 0

機械及び装置 192 1 － 193 152 9 40

車両運搬具 6 － － 6 6 0 0

工具、器具及び備品 29 3 － 32 28 0 4

土地 515 － － 515 － － 515

リース資産 149 39 71 118 48 32 70

有形固定資産計 3,212 50 71 3,192 1,660 87 1,532

無形固定資産        

借地権 59 － － 59 － － 59

リース資産 7 0 － 8 3 1 4

その他 5 － － 5 － － 5

無形固定資産計 72 0 － 73 3 1 69

 (注)　リース資産の増減の主な要因はホストコンピュータである。　

　

【引当金明細表】

区分
当期首残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（目的使用）
（百万円）

当期減少額
（その他）
（百万円）

当期末残高
（百万円）

貸倒引当金 578 628 132 445 628

賞与引当金 37 63 37 － 63

　（注）貸倒引当金の当期減少額（その他）は、洗替による取崩額等である。
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(2)【主な資産及び負債の内容】

①　現金及び預金

区分 金額（百万円）

現金 20

預金の種類  

当座預金 2,416

定期預金 100

普通預金 30

別段預金　　　　 0

小計 2,547

合計 2,568

②　受取手形

　該当事項はありません。

 

③　売掛金

　(イ）相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

 ㈱フーズシステム   655  

 県水通商㈱   71  

 中央フーズイオン㈱   57  

 ㈱中彦   55  

 ㈱山治   55  

 その他   2,939  

 卸売事業売掛金小計   3,835  

 附帯事業売掛金   15  

合計   3,851  

　(ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

当期首残高
（百万円）

当期発生高
（百万円）

当期回収高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
(C)

─────
(A) ＋ (B)

× 100

(A) ＋ (D)
─────
２

──────
(B)

─────
270

（営業日数）

4,139 76,798 77,086 3,851 95.24 14.05

　（注）　上記の金額には、消費税等が含まれている。
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④　商品及び製品

品名 数量（屯）
比率
（％）

金額（百万円）
比率
（％）

（商品）     

冷凍魚類 2,260 88.3 1,848 84.3

塩干魚及び加工品類 299 11.7 344 15.7

合計 2,559 100.0 2,192 100.0

⑤　原材料及び貯蔵品

品名 金額（百万円）

（貯蔵品）  

文具及び印刷物ほか 6

⑥　支払手形

　　該当事項はありません。　

　

⑦　受託販売未払金

　受託品売上高より卸売手数料及び出荷者負担の諸掛を控除した残額で出荷者に対する債務である。

相手先 金額（百万円）

トライ産業㈱ 10

㈱ダイケー 7

㈱正潮 7

㈱カネトモ 5

㈱浜那水産 3

その他 210

合計 246

⑧　買掛金

相手先 金額（百万円）

㈱ベニレイ 153

㈱北水澤田 63

香川県漁連 59

㈱東京シーフーズ 49

㈱中外食品 47

その他 1,527

合計 1,901

EDINET提出書類

築地魚市場株式会社(E02571)

有価証券報告書

79/86



⑨　短期借入金

相手先 金額（百万円）
㈱みずほ銀行 1,650
㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 1,200
㈱三井住友銀行 1,000
㈱七十七銀行 800
㈱三井住友信託銀行 339
その他６行 1,126

合計 6,116

 

(3)【その他】

該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日 ３月31日

１単元の株式数 1,000株

単元未満株式の買取り  

取扱場所

（特別口座） 

東京都中央区八重洲一丁目２番１号

　みずほ信託銀行株式会社　本店証券代行部

株主名簿管理人

（特別口座）

東京都中央区八重洲一丁目２番１号

　みずほ信託銀行株式会社

取次所 －

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

電子公告により行う。ただし電子公告によることができない事故その他止

むを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して行う。

公告掲載ＵＲＬ

http://www.tsukiji-uoichiba.co.jp/

株主に対する特典 該当事項はありません。

(注)当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、取得請求権付株式の取得を請

求する権利並びに募集株式又は募集新株予約権の割当てを受ける権利以外の権利を有しておりません。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

　事業年度（第64期）（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）　  平成24年６月28日関東財務局長に提出

(2）内部統制報告書及びその添付書類

　平成24年６月28日関東財務局長に提出

(3）四半期報告書及び確認書

　（第65期第１四半期）（自　平成24年４月１日　至　平成24年６月30日）　平成24年８月13日関東財務局長に提出 

　（第65期第２四半期）（自　平成24年７月１日　至　平成24年９月30日）　平成24年11月13日関東財務局長に提出

（第65期第３四半期）（自　平成24年10月１日　至　平成24年12月31日）　平成25年２月14日関東財務局長に提出

(4）臨時報告書

平成24年６月29日関東財務局長に提出

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２の規定に基づ

く臨時報告書であります。

　

平成24年７月31日関東財務局長に提出

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号及び19号の規定に

基づく臨時報告書であります。

　

平成24年11月２日関東財務局長に提出

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号及び19号の規定に

基づく臨時報告書であります。

　

平成24年12月28日関東財務局長に提出

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号及び19号の規定に

基づく臨時報告書であります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

  平成２５年６月２７日

築地魚市場株式会社   

 取締役会　御中  

 新日本有限責任監査法人  

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 百井　俊次　　　印 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 伊藤　栄司　　　印 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 湯浅　　敦　　　印 

　

　

　

　

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる築地魚市場株式会社の平成２４年４月１日から平成２５年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわ

ち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

　

連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明すること

にある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、こ

れに基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監

査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され

る。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を

検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含

め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、築地魚

市場株式会社及び連結子会社の平成２５年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営

成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、築地魚市場株式会社の平成２

５年３月３１日現在の内部統制報告書について監査を行った。

　

内部統制報告書に対する経営者の責任
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　経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係

る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

　なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表

明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に

準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽表

示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施することを

求めている。

　内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するた

めの手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性に

基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果につ

いて経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

　当監査法人は、築地魚市場株式会社が平成２５年３月３１日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上

記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、

財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

　

（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付す

る形で別途保管しております。

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

  平成２５年６月２７日

築地魚市場株式会社   

 取締役会　御中  

 新日本有限責任監査法人  

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 百井　俊次　　　　印 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 伊藤　栄司　　　　印 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 湯浅　　敦　　　　印 

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて
いる築地魚市場株式会社の平成２４年４月１日から平成２５年３月３１日までの第６５期事業年度の財務諸表、すなわ
ち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行っ
た。
　
財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示
することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が
必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ
る。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監
査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づ
き監査を実施することを求めている。
　監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法
人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務諸
表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際し
て、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、
監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての
財務諸表の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
　
監査意見
　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、築地魚市場
株式会社の平成２５年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点に
おいて適正に表示しているものと認める。
　
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上
　
　
（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形

で別途保管しております。
２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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